
規 則

�愛媛県規則第１１号
住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則

住民基本台帳法施行細則（平成１４年愛媛県規則第５２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

発 行 愛 媛 県
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�愛媛県規則第１２号
愛媛県生涯学習センター管理規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県生涯学習センター管理規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県生涯学習センター（以下「センター」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（特別利用の許可の申請等）

第２条 愛媛県生涯学習センター管理条例（平成２０年愛媛県条例第２５号。以下「条例」という。）第１５条第１項の規定によるセンター資料

の特別利用の許可を受けようとする者は、愛媛県生涯学習センター資料特別利用許可申請書（様式第１号）を知事に提出しなければなら

ない。この場合において、当該センター資料が寄託されたものであるときは、同申請書に、当該センター資料の寄託者の承諾書を添付し

なければならない。

２ 知事は、前項の規定による特別利用の許可の申請があった場合において、特別利用が適当であると認めるときは、特別利用の許可を決

定し、当該申請をした者に対し、愛媛県生涯学習センター資料特別利用許可書（様式第２号）を交付するものとする。

（特別利用料の額）

第３条 条例第１７条に規定する知事が定める特別利用料の額は、別表に掲げるとおりとする。

（特別利用料の減免）

第４条 知事は、条例第１８条の規定に基づき、次に掲げる者に対しては、特別利用料を免除する。

� 生涯学習に関する教育、学術上の調査研究又は啓発のために特別利用をする者で、知事が必要と認めるもの

� センターの広報に関し効果があると認められる用途に供することを目的として特別利用をする者

２ 知事は、前項に定めるもののほか、必要と認めるときは、条例第１８条の規定に基づき、特別利用料を免除し、又はその一部を減額する

ことがある。

（特別利用料の還付）

第５条 条例第１９条第２号に規定する知事が定める日は、利用日の前日とする。

第６条 条例第１９条ただし書の規定により、知事は、次の各号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額を還付する。

� 条例第１９条第１号に該当する場合 特別利用料の全額

� 条例第１９条第２号に該当する場合 特別利用料の５０パーセントに相当する額

２ 前項の規定により特別利用料の還付を受けようとする者は、愛媛県生涯学習センター資料特別利用料還付申請書（様式第３号）を知事

に提出しなければならない。

（館外貸出しの許可の申請等）

第７条 条例第２０条第２項の規定によるセンター資料の館外貸出しの許可を受けようとする者は、愛媛県生涯学習センター資料館外貸出許

可申請書（様式第４号）を知事に提出しなければならない。この場合において、当該センター資料が寄託されたものであるときは、同申

請書に、当該センター資料の寄託者の承諾書を添付しなければならない。

２ 知事は、前項の規定による館外貸出しの許可の申請があった場合において、館外貸出しが適当であると認めるときは、館外貸出しの許

可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県生涯学習センター資料館外貸出許可書（様式第５号）を交付するものとする。

３ センター資料の館外貸出期間は、５０日以内とする。ただし、知事がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。

４ センター資料の館外貸出しを受けた者は、その館外貸出期間を延長しようとするときは、愛媛県生涯学習センター資料館外貸出期間延

長申請書（様式第６号）を知事に提出しなければならない。

５ 知事は、前項の規定による館外貸出期間の延長の申請があった場合において、やむを得ない理由があると認めるときは、館外貸出期間

の延長を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県生涯学習センター資料館外貸出期間延長決定書（様式第７号）を交付するものとする。

（資料の寄贈又は寄託）

第８条 センターは、資料の寄贈又は寄託を受けることができる。

２ センターに資料を寄贈しようとする者は愛媛県生涯学習センター資料寄贈申出書（様式第８号）を、資料を寄託しようとする者は愛媛

県生涯学習センター資料寄託申請書（様式第９号）を知事に提出しなければならない。

３ 知事は、前項の規定による寄贈の申出又は寄託の申請があった場合において、当該寄贈の申出又は寄託の申請に係る資料の受入れが適

当であると認め、当該資料の寄贈又は寄託を受けたときは、寄贈者又は寄託者に対し、愛媛県生涯学習センター寄贈資料受領証（様式第

１０号）又は愛媛県生涯学習センター寄託資料預り証（様式第１１号）を交付しなければならない。

４ 寄託を受ける資料の取扱いについては、知事が寄託しようとする者と協議して定める。

５ 県及び指定管理者は、寄託を受けた資料の不可抗力による損害に対しては、その責めを負わないものとする。

（補則）

第９条 この規則に定めるもののほか、センターの管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

２



別表（第３条関係）

特別利用料

区分 単位 金額

閲覧 １点１回につき ５２０円

模写・模造 １点１回につき ５，２３０円

撮影・複写 １点１回につき ５，２３０円

原版使用 １点１回につき ５，２３０円

注１ 文書は、１葉を１点とする。

２ びょうぶは、１隻を１点とする。

３ １そろいをなす巻子は、１巻を１点とする。

４ 掛軸は、１幅を１点とする。

５ 小型の物で１組又は１箱となっているものは、１組又は１箱を１点とする。

６ 多数の物で１そろい又は１具となっているものは、数量に応じて数点に分けるものとする。

７ その他の資料は、各個を１点とする。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

３



様式第１号（第２条関係） 愛媛県生涯学習センター資料特別利用許可申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

４



様式第２号（第２条関係） 愛媛県生涯学習センター資料特別利用許可書

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

５



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

６



様式第３号（第６条関係） 愛媛県生涯学習センター資料特別利用料還付申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

７



様式第４号（第７条関係） 愛媛県生涯学習センター資料館外貸出許可申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

８



様式第５号（第７条関係） 愛媛県生涯学習センター資料館外貸出許可書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

９



様式第６号（第７条関係） 愛媛県生涯学習センター資料館外貸出期間延長申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１０



様式第７号（第７条関係） 愛媛県生涯学習センター資料館外貸出期間延長決定書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１１



様式第８号（第８条関係） 愛媛県生涯学習センター資料寄贈申出書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１２



様式第９号（第８条関係） 愛媛県生涯学習センター資料寄託申請書

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１３



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１４



様式第１０号（第８条関係） 愛媛県生涯学習センター寄贈資料受領証

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１５



様式第１１号（第８条関係） 愛媛県生涯学習センター寄託資料預り証

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１６



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１７



�愛媛県規則第１３号
愛媛県総合科学博物館管理規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県総合科学博物館管理規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県総合科学博物館（以下「博物館」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（特別利用の許可の申請等）

第２条 愛媛県総合科学博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２６号。以下「条例」という。）第１５条第１項の規定による博物館資料の特

別利用の許可を受けようとする者は、愛媛県総合科学博物館資料特別利用許可申請書（様式第１号）を館長に提出しなければならない。

この場合において、当該博物館資料が寄託されたものであるときは、同申請書に、当該博物館資料の寄託者の承諾書を添付しなければな

らない。

２ 館長は、前項の規定による特別利用の許可の申請があった場合において、特別利用が適当であると認めるときは、特別利用の許可を決

定し、当該申請をした者に対し、愛媛県総合科学博物館資料特別利用許可書（様式第２号）を交付するものとする。

（特別利用料の額）

第３条 条例第１７条に規定する知事が定める特別利用料の額は、別表に掲げるとおりとする。

（特別利用料の減免）

第４条 知事は、条例第１８条の規定に基づき、次に掲げる者に対しては、特別利用料を免除する。

� 自然史、科学技術及び産業史に関する教育、学術上の調査研究又は啓発のために特別利用をする者で、知事が必要と認めるもの

� 博物館の広報に関し効果があると認められる用途に供することを目的として特別利用をする者

２ 知事は、前項に定めるもののほか、必要と認めるときは、条例第１８条の規定に基づき、特別利用料を免除し、又はその一部を減額する

ことがある。

（特別利用料の還付）

第５条 条例第１９条第２号に規定する知事が定める日は、利用日の前日とする。

第６条 条例第１９条ただし書の規定により、知事は、次の各号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額を還付する。

� 条例第１９条第１号に該当する場合 特別利用料の全額

� 条例第１９条第２号に該当する場合 特別利用料の５０パーセントに相当する額

２ 前項の規定により特別利用料の還付を受けようとする者は、愛媛県総合科学博物館資料特別利用料還付申請書（様式第３号）を知事に

提出しなければならない。

（館外貸出しの許可の申請等）

第７条 条例第２０条第２項の規定による博物館資料の館外貸出しの許可を受けようとする者は、愛媛県総合科学博物館資料館外貸出許可申

請書（様式第４号）を館長に提出しなければならない。この場合において、当該博物館資料が寄託されたものであるときは、同申請書に、

当該博物館資料の寄託者の承諾書を添付しなければならない。

２ 館長は、前項の規定による館外貸出しの許可の申請があった場合において、館外貸出しが適当であると認めるときは、館外貸出しの許

可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県総合科学博物館資料館外貸出許可書（様式第５号）を交付するものとする。

３ 博物館資料の館外貸出期間は、５０日以内とする。ただし、館長がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。

４ 博物館資料の館外貸出しを受けた者は、その館外貸出期間を延長しようとするときは、愛媛県総合科学博物館資料館外貸出期間延長申

請書（様式第６号）を館長に提出しなければならない。

５ 館長は、前項の規定による館外貸出期間の延長の申請があった場合において、やむを得ない理由があると認めるときは、館外貸出期間

の延長を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県総合科学博物館資料館外貸出期間延長決定書（様式第７号）を交付するものとする。

（資料の寄贈又は寄託）

第８条 博物館は、資料の寄贈又は寄託を受けることができる。

２ 博物館に資料を寄贈しようとする者は愛媛県総合科学博物館資料寄贈申出書（様式第８号）を、資料を寄託しようとする者は愛媛県総

合科学博物館資料寄託申請書（様式第９号）を館長に提出しなければならない。

３ 館長は、前項の規定による寄贈の申出又は寄託の申請があった場合において、当該寄贈の申出又は寄託の申請に係る資料の受入れが適

当であると認め、当該資料の寄贈又は寄託を受けたときは、寄贈者又は寄託者に対し、愛媛県総合科学博物館寄贈資料受領証（様式第１０

号）又は愛媛県総合科学博物館寄託資料預り証（様式第１１号）を交付しなければならない。

４ 寄託を受ける資料の取扱いについては、館長が寄託しようとする者と協議して定める。

５ 県及び指定管理者は、寄託を受けた資料の不可抗力による損害に対しては、その責めを負わないものとする。

（補則）

第９条 この規則に定めるもののほか、博物館の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１８



別表（第３条関係）

特別利用料

区分 単位 金額

閲覧 １点１回につき ５２０円

模写・模造 １点１回につき ５，２３０円

撮影・複写 １点１回につき ５，２３０円

原版使用 １点１回につき ５，２３０円

注１ 小型の物で１組又は１箱となっているものは、１組又は１箱を１点とする。

２ 多数の物で１そろい又は１具となっているものは、数量に応じて数点に分けるものとする。

３ その他の資料は、各個を１点とする。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１９



様式第１号（第２条関係） 愛媛県総合科学博物館資料特別利用許可申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

２０



様式第２号（第２条関係） 愛媛県総合科学博物館資料特別利用許可書

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

２１



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

２２



様式第３号（第６条関係） 愛媛県総合科学博物館資料特別利用料還付申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

２３



様式第４号（第７条関係） 愛媛県総合科学博物館資料館外貸出許可申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

２４



様式第５号（第７条関係） 愛媛県総合科学博物館資料館外貸出許可書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

２５



様式第６号（第７条関係） 愛媛県総合科学博物館資料館外貸出期間延長申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

２６



様式第７号（第７条関係） 愛媛県総合科学博物館資料館外貸出期間延長決定書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

２７



様式第８号（第８条関係） 愛媛県総合科学博物館資料寄贈申出書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

２８



様式第９号（第８条関係） 愛媛県総合科学博物館資料寄託申請書

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

２９



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

３０



様式第１０号（第８条関係） 愛媛県総合科学博物館寄贈資料受領証

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

３１



様式第１１号（第８条関係） 愛媛県総合科学博物館寄託資料預り証

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

３２



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

３３



��������������

�愛媛県規則第１４号
愛媛県総合科学博物館協議会運営規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県総合科学博物館協議会運営規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県博物館協議会設置条例（平成１２年愛媛県条例第３１号）第５条の規定に基づき、愛媛県総合科学博物館協議会

（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（会長及び副会長）

第２条 協議会に会長及び副会長各１人を置く。

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代行する。

（招集）

第３条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、愛媛県総合科学博物館長が招集する。

２ 会議の日時、開催場所及び会議に付議する事項は、あらかじめ委員に通知しなければならない。

（会議）

第４条 会議は、会長が議長となる。

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、議事を開き、議決することができない。

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（庶務）

第５条 協議会の庶務は、愛媛県総合科学博物館において処理する。

（委任）

第６条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１５号
愛媛県歴史文化博物館管理規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県歴史文化博物館管理規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県歴史文化博物館（以下「博物館」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（特別利用の許可の申請等）

第２条 愛媛県歴史文化博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２７号。以下「条例」という。）第１５条第１項の規定による博物館資料の特

別利用の許可を受けようとする者は、愛媛県歴史文化博物館資料特別利用許可申請書（様式第１号）を館長に提出しなければならない。

この場合において、当該博物館資料が寄託されたものであるときは、同申請書に、当該博物館資料の寄託者の承諾書を添付しなければな

らない。

２ 館長は、前項の規定による特別利用の許可の申請があった場合において、特別利用が適当であると認めるときは、特別利用の許可を決

定し、当該申請をした者に対し、愛媛県歴史文化博物館資料特別利用許可書（様式第２号）を交付するものとする。

（特別利用料の額）

第３条 条例第１７条に規定する知事が定める特別利用料の額は、別表に掲げるとおりとする。

（特別利用料の減免）

第４条 知事は、条例第１８条の規定に基づき、次に掲げる者に対しては、特別利用料を免除する。

� 歴史文化に関する教育、学術上の調査研究又は啓発のために特別利用をする者で、知事が必要と認めるもの

� 博物館の広報に関し効果があると認められる用途に供することを目的として特別利用をする者

２ 知事は、前項に定めるもののほか、必要と認めるときは、条例第１８条の規定に基づき、特別利用料を免除し、又はその一部を減額する

ことがある。

（特別利用料の還付）

第５条 条例第１９条第２号に規定する知事が定める日は、利用日の前日とする。

第６条 条例第１９条ただし書の規定により、知事は、次の各号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額を還付する。

� 条例第１９条第１号に該当する場合 特別利用料の全額

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

３４



� 条例第１９条第２号に該当する場合 特別利用料の５０パーセントに相当する額

２ 前項の規定により特別利用料の還付を受けようとする者は、愛媛県歴史文化博物館資料特別利用料還付申請書（様式第３号）を知事に

提出しなければならない。

（館外貸出しの許可の申請等）

第７条 条例第２０条第２項の規定による博物館資料の館外貸出しの許可を受けようとする者は、愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出許可申

請書（様式第４号）を館長に提出しなければならない。この場合において、当該博物館資料が寄託されたものであるときは、同申請書に、

当該博物館資料の寄託者の承諾書を添付しなければならない。

２ 館長は、前項の規定による館外貸出しの許可の申請があった場合において、館外貸出しが適当であると認めるときは、館外貸出しの許

可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出許可書（様式第５号）を交付するものとする。

３ 博物館資料の館外貸出期間は、５０日以内とする。ただし、館長がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。

４ 博物館資料の館外貸出しを受けた者は、その館外貸出期間を延長しようとするときは、愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出期間延長申

請書（様式第６号）を館長に提出しなければならない。

５ 館長は、前項の規定による館外貸出期間の延長の申請があった場合において、やむを得ない理由があると認めるときは、館外貸出期間

の延長を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出期間延長決定書（様式第７号）を交付するものとする。

（資料の寄贈又は寄託）

第８条 博物館は、資料の寄贈又は寄託を受けることができる。

２ 博物館に資料を寄贈しようとする者は愛媛県歴史文化博物館資料寄贈申出書（様式第８号）を、資料を寄託しようとする者は愛媛県歴

史文化博物館資料寄託申請書（様式第９号）を館長に提出しなければならない。

３ 館長は、前項の規定による寄贈の申出又は寄託の申請があった場合において、当該寄贈の申出又は寄託の申請に係る資料の受入れが適

当であると認め、当該資料の寄贈又は寄託を受けたときは、寄贈者又は寄託者に対し、愛媛県歴史文化博物館寄贈資料受領証（様式第１０

号）又は愛媛県歴史文化博物館寄託資料預り証（様式第１１号）を交付しなければならない。

４ 寄託を受ける資料の取扱いについては、館長が寄託しようとする者と協議して定める。

５ 県及び指定管理者は、寄託を受けた資料の不可抗力による損害に対しては、その責めを負わないものとする。

（補則）

第９条 この規則に定めるもののほか、博物館の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

別表（第３条関係）

特別利用料

区分 単位 金額

閲覧 １点１回につき ５２０円

模写・模造 １点１回につき ５，２３０円

撮影・複写 １点１回につき ５，２３０円

原版使用 １点１回につき ５，２３０円

注１ 文書は、１葉を１点とする。

２ びょうぶは、１隻を１点とする。

３ １そろいをなす巻子は、１巻を１点とする。

４ 掛軸は、１幅を１点とする。

５ 小型の物で１組又は１箱となっているものは、１組又は１箱を１点とする。

６ 多数の物で１そろい又は１具となっているものは、数量に応じて数点に分けるものとする。

７ その他の資料は、各個を１点とする。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

３５



様式第１号（第２条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料特別利用許可申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

３６



様式第２号（第２条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料特別利用許可書

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

３７



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

３８



様式第３号（第６条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料特別利用料還付申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

３９



様式第４号（第７条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出許可申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

４０



様式第５号（第７条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出許可書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

４１



様式第６号（第７条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出期間延長申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

４２



様式第７号（第７条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出期間延長決定書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

４３



様式第８号（第８条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料寄贈申出書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

４４



様式第９号（第８条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料寄託申請書

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

４５



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

４６



様式第１０号（第８条関係） 愛媛県歴史文化博物館寄贈資料受領証

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

４７



様式第１１号（第８条関係） 愛媛県歴史文化博物館寄託資料預り証

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

４８



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

４９



��������������

�愛媛県規則第１６号
愛媛県歴史文化博物館協議会運営規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県歴史文化博物館協議会運営規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県博物館協議会設置条例（平成１２年愛媛県条例第３１号）第５条の規定に基づき、愛媛県歴史文化博物館協議会

（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（会長及び副会長）

第２条 協議会に会長及び副会長各１人を置く。

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代行する。

（招集）

第３条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、愛媛県歴史文化博物館長が招集する。

２ 会議の日時、開催場所及び会議に付議する事項は、あらかじめ委員に通知しなければならない。

（会議）

第４条 会議は、会長が議長となる。

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、議事を開き、議決することができない。

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（庶務）

第５条 協議会の庶務は、愛媛県歴史文化博物館において処理する。

（委任）

第６条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１７号
愛媛県美術館管理規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県美術館管理規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県美術館（以下「美術館」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（事業）

第２条 美術館は、博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第３条第１項に掲げる事業を行う。

（開館時間）

第３条 美術館の開館時間は、午前９時４０分から午後６時までとする。

２ 館長は、特別の事情があると認めるときは、前項に規定する開館時間を変更することができる。

（休館日）

第４条 美術館の休館日は、次のとおりとする。

� 毎月の第１月曜日以外の月曜日及び当該第１月曜日の翌日（これらの日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定

する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない日）

� １月１日から３日まで及び１２月２９日から３１日まで

２ 館長は、特別の事情があると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日に開館することができる。

（入館の制限）

第５条 館長は、次の各号のいずれかに該当すると認められる者については、入館を禁じ、又は退館を命ずることができる。

� 美術館の秩序を乱し、又は乱すおそれのある者

� 美術館が収集し、保管し、若しくは展示する美術品及び美術に関する資料（以下「美術館の美術品等」という。）又は美術館の施設、

附属設備等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失し若しくは損傷するおそれのある者

� その他美術館の職員の指示に従わない者

（観覧券の交付）

第６条 館長は、美術館が展示する美術品及び美術に関する資料を観覧しようとする者が観覧料を納付したときは、観覧券を交付する。
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（使用の許可）

第７条 美術館の施設のうち、次の各号に掲げる施設を使用しようとする者は、それぞれ当該各号に定める期間内に愛媛県美術館使用許可

申請書（様式第１号。以下「使用許可申請書」という。）を館長に提出し、その許可を受けなければならない。

� 企画展示室、常設展示室、特別展示室、講堂及び県民ギャラリー 使用日の１年前から７日前まで

� 研修室 使用日の６月前から２日前まで

２ 館長は、前項の規定による使用の許可の申請があった場合において、使用が適当であると認めるときは、使用の許可を決定し、当該申

請をした者に対し、愛媛県美術館使用許可書（様式第２号。以下「使用許可書」という。）を交付するものとする。この場合において、

美術館の管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、許可に条件を付することがある。

３ 館長は、第１項に定める期間外に使用許可申請書の提出があった場合であっても、特に理由があると認めるときは、同項の使用の許可

をすることがある。

（許可の基準）

第８条 館長は、美術館を使用しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前条第１項の使用の許可をしないものと

する。美術館の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 美術館の秩序を乱すおそれがあるとき。

� 美術館の美術品等又は美術館の施設、附属設備等を滅失し、又は損傷するおそれがあるとき。

（使用の許可の変更）

第９条 第７条第１項の使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、使用日時、入場料徴収の有無その他知事が定める事項を変

更しようとするときは、あらかじめ愛媛県美術館使用変更許可申請書（様式第３号）に使用許可書を添えて館長に提出し、その許可を受

けなければならない。

（使用の許可の取消し等）

第１０条 館長は、使用者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その使用の許可を取り消し、又は使用を制限し、若しくは停止

することがある。美術館の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この規則に違反し、又は美術館の職員の指示に従わないとき。

� 偽りその他不正な手段により使用の許可を受けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 使用の許可の条件に違反したとき。

（使用料の額）

第１１条 愛媛県美術館使用料条例（平成１０年愛媛県条例第２６号。以下「条例」という。）第２条第１項に規定する知事が定める使用料の額

は、別表に掲げるとおりとする。

（観覧料の減免）

第１２条 知事は、条例第４条の規定に基づき、次に掲げる者に対しては、観覧料を免除する。

� 教育課程に基づく学習活動として、展示室を観覧する県内の高等学校、中等教育学校の後期課程又は特別支援学校の高等部の生徒及

びその引率者並びに展示室を観覧する県内の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若し

くは中学部の児童又は生徒の引率者

� 身体に障害を有する者で、本人又はその保護者が身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する身体障害者手帳の交

付を受けているもの及びその介護者

� 療育手帳（知的障害者の福祉の充実を図るため、児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害と判定された者に対して支

給される手帳で、その者の障害の程度その他の事項の記載があるものをいう。）の交付を受けている者及びその介護者

� 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている

者及びその介護者

� ６５歳以上の者

２ 知事は、前項に定めるもののほか、必要と認めるときは、条例第４条の規定に基づき、観覧料を免除し、又はその一部を減額すること

がある。

３ 前２項の規定にかかわらず、特別の企画による展示に係る観覧料の減免については、知事がその都度定める。

４ 第１項第１号の規定により観覧料の免除を受けようとするときは、あらかじめ、学校長が愛媛県美術館観覧料免除申請書（様式第４号）

を知事に提出しなければならない。

５ 第１項第２号から第５号までの規定により観覧料の免除を受けようとする者は、これらの規定に該当することを証する書類を提示しな

ければならない。

（特別利用料の減免）

第１３条 知事は、条例第４条の規定に基づき、次に掲げる者に対しては、特別利用（条例第５条第２号に規定する特別利用をいう。以下同

じ。）に係る使用料（以下「特別利用料」という。）を免除する。

� 美術に関する教育、学術上の調査研究又は啓発のために特別利用をする者で、知事が必要と認めるもの

� 美術館の広報に関し効果があると認められる用途に供することを目的として特別利用をする者
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２ 知事は、前項に定めるもののほか、必要と認めるときは、条例第４条の規定に基づき、特別利用料を免除し、又はその一部を減額する

ことがある。

（使用料の還付）

第１４条 条例第５条第２号に規定する知事が定める日は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。

� 企画展示室、常設展示室、特別展示室、講堂及び県民ギャラリー 使用日の３０日前の日

� 研修室 使用日の７日前の日

� 美術館の美術品等 特別利用日の前日

第１５条 条例第５条ただし書の規定により、知事は、次の各号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額を還付する。

� 条例第５条第１号に該当する場合 使用料の全額

� 条例第５条第２号に該当する場合 使用料の５０パーセントに相当する額

２ 前項の規定により使用料の還付を受けようとする者は、愛媛県美術館使用料還付申請書（様式第５号）を知事に提出しなければならな

い。

（美術館の美術品等の特別利用）

第１６条 美術館の美術品等の特別利用をしようとする者は、愛媛県美術館美術品等特別利用許可申請書（様式第６号）を館長に提出し、そ

の許可を受けなければならない。この場合において、当該美術館の美術品等が寄託されたものであるときは、同申請書に、当該美術館の

美術品等の寄託者の承諾書を添付しなければならない。

２ 館長は、前項の規定による特別利用の許可の申請があった場合において、特別利用が適当であると認めるときは、特別利用の許可を決

定し、当該申請をした者に対し、愛媛県美術館美術品等特別利用許可書（様式第７号）を交付しなければならない。この場合において、

美術館の美術品等の管理上必要があると認めるときは、許可に条件を付することがある。

（美術館の美術品等の館外貸出し）

第１７条 館長は、美術館の業務に支障がない場合であって、美術に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認められ、かつ、

美術館の美術品等の取扱い上の安全が確認できるときは、美術館の美術品等の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により美術館の美術品等の館外貸出しを受けようとする者は、愛媛県美術館美術品等館外貸出許可申請書（様式第８号）を

館長に提出し、その許可を受けなければならない。この場合において、当該美術館の美術品等が寄託されたものであるときは、同申請書

に、当該美術館の美術品等の寄託者の承諾書を添付しなければならない。

３ 館長は、前項の規定による館外貸出しの許可の申請があった場合において、館外貸出しが適当であると認めるときは、館外貸出しの許

可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県美術館美術品等館外貸出許可書（様式第９号）を交付しなければならない。この場合にお

いて、美術館の美術品等の管理上必要があると認めるときは、許可に条件を付することがある。

４ 美術館の美術品等の館外貸出期間は、５０日以内とする。ただし、館長がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。

５ 館長は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可した美術館の美術品等の返還を求めることができる。

（美術品等の寄贈又は寄託）

第１８条 美術館は、美術品及び美術に関する資料（以下この条において「美術品等」という。）の寄贈又は寄託を受けることができる。

２ 美術館に美術品等を寄贈しようとする者は愛媛県美術館美術品等寄贈申出書（様式第１０号）を、美術品等を寄託しようとする者は愛媛

県美術館美術品等寄託申請書（様式第１１号）を館長に提出しなければならない。

３ 館長は、前項の規定による寄贈の申出又は寄託の申請があった場合において、当該寄贈の申出又は寄託の申請に係る美術品等の受入れ

が適当であると認め、当該美術品等の寄贈又は寄託を受けたときは、寄贈者又は寄託者に対し、愛媛県美術館寄贈美術品等受領証（様式

第１２号）又は愛媛県美術館寄託美術品等預り証（様式第１３号）を交付しなければならない。

４ 寄託を受ける美術品等の取扱いについては、館長が寄託しようとする者と協議して定める。

５ 美術館は、寄託を受けた美術品等の不可抗力による損害に対しては、その責めを負わないものとする。

（損害賠償等）

第１９条 自己の責めに帰すべき理由により、美術館の美術品等又は美術館の施設、附属設備等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、

又はそれによって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第２０条 この規則に定めるもののほか、美術館の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

別表（第１１条関係）

１ 常設展観覧料

区 分 一 般
団 体

（２０人以上）

１ 高等学校及び中等教育学校の後期課程の生徒、大学

の学生その他これらに類する者
２００円 １６０円
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２ １５歳以上の者（中学校、義務教育学校の後期課程、

中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部の

生徒並びに１の項に該当する者を除く。）

３１０円 ２５０円

２ 施設使用料

区 分 使用料

企画展示室１
入場料が無料の場合 １５，０４０円

入場料が有料の場合 ２４，０６０円

企画展示室２
入場料が無料の場合 １５，０４０円

入場料が有料の場合 ２４，０６０円

常設展示室１
入場料が無料の場合 １３，６１０円

入場料が有料の場合 ２１，７７０円

常設展示室２
入場料が無料の場合 １８，４１０円

入場料が有料の場合 ２９，４５０円

常設展示室３
入場料が無料の場合 １２，０３０円

入場料が有料の場合 １９，２４０円

特別展示室１
入場料が無料の場合 ５，０７０円

入場料が有料の場合 ８，１１０円

特別展示室２
入場料が無料の場合 ３，５７０円

入場料が有料の場合 ５，７１０円

特別展示室３
入場料が無料の場合 ５，９３０円

入場料が有料の場合 ９，４８０円

午前９時４０分から正午まで １，８４０円

入場料が無料の場合 午後１時から午後６時まで ３，０６０円

講 堂
全日（午前９時４０分から午後６時まで） ４，９００円

午前９時４０分から正午まで ２，９４０円

入場料が有料の場合 午後１時から午後６時まで ４，８９０円

全日（午前９時４０分から午後６時まで） ７，８３０円

午前９時４０分から正午まで ２，０３０円

研 修 室 午後１時から午後６時まで ２，６５０円

全日（午前９時４０分から午後６時まで） ４，６８０円

県民ギャラリー１ １５，１１０円

県民ギャラリー２ １１，８７０円

県民ギャラリー３ ３，２３０円

県民ギャラリー４ ４，３１０円

県民ギャラリー５ ４，３１０円

県民ギャラリー６ ２，１５０円

県民ギャラリー７ ２，１５０円

県民ギャラリー８ ６，４７０円

県民ギャラリー９ ２，８００円

県民ギャラリー１０ ２，９００円

県民ギャラリー１１ ２，９００円

県民ギャラリー１２ ３，２３０円

注 県民ギャラリーを全て使用する場合の使用料は、この表の規定にかかわらず、５４，４８０円とする。

３ 特別利用料
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区 分 単 位 金 額

閲覧 １点１日につき ５２０円

模写・模造 １点１日につき ５，２３０円

撮影・複写 １点１回につき ５，２３０円

原版使用 １点１回につき ５，２３０円

注１ 文書は、１葉を１点とする。

２ びょうぶは、１隻を１点とする。

３ １そろいをなす巻子は、１巻を１点とする。

４ 掛軸は、１幅を１点とする。

５ 小型の物で１組又は１箱となっているものは、１組又は１箱を１点とする。

６ 多数の物で１そろい又は１具となっているものは、数量に応じて数点に分けるものとする。

７ その他の資料は、各個を１点とする。
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様式第１号（第７条関係） 愛媛県美術館使用許可申請書
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様式第２号（第７条、第９条、様式第３号関係） 愛媛県美術館使用許可書

（表）
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５６



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

５７



様式第３号（第９条関係） 愛媛県美術館使用変更許可申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

５８



様式第４号（第１２条関係） 愛媛県美術館観覧料免除申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

５９



様式第５号（第１５条関係） 愛媛県美術館使用料還付申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

６０



様式第６号（第１６条関係） 愛媛県美術館美術品等特別利用許可申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

６１



様式第７号（第１６条関係） 愛媛県美術館美術品等特別利用許可書

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

６２



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

６３



様式第８号（第１７条関係） 愛媛県美術館美術品等館外貸出許可申請書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

６４



様式第９号（第１７条関係） 愛媛県美術館美術品等館外貸出許可書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

６５



様式第１０号（第１８条関係） 愛媛県美術館美術品等寄贈申出書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

６６



様式第１１号（第１８条関係） 愛媛県美術館美術品等寄託申請書

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

６７



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

６８



様式第１２号（第１８条関係） 愛媛県美術館寄贈美術品等受領証

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

６９



様式第１３号（第１８条関係） 愛媛県美術館寄託美術品等預り証

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

７０



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

７１



��������������

��������������

�愛媛県規則第１８号
愛媛県美術館協議会運営規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県美術館協議会運営規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県博物館協議会設置条例（平成１２年愛媛県条例第３１号）第５条の規定に基づき、愛媛県美術館協議会（以下「協

議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（会長及び副会長）

第２条 協議会に会長及び副会長各１人を置く。

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代行する。

（招集）

第３条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、愛媛県美術館長が招集する。

２ 会議の日時、開催場所及び会議に付議する事項は、あらかじめ委員に通知しなければならない。

（会議）

第４条 会議は、会長が議長となる。

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、議事を開き、議決することができない。

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（庶務）

第５条 協議会の庶務は、愛媛県美術館において処理する。

（委任）

第６条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１９号
ボランティア活動を促進するための公の施設の使用料等減免規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

ボランティア活動を促進するための公の施設の使用料等減免規則の一部を改正する規則

ボランティア活動を促進するための公の施設の使用料等減免規則（平成１５年愛媛県規則第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２０号
愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

１ 愛媛県生涯学習センター

２ 愛媛県総合科学博物館

３ 愛媛県歴史文化博物館

４ 愛媛県美術館

５ 省略

６ 省略

７ 省略

１ 省略

２ 省略

３ 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

７２



愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則の一部を改正する規則

第１条 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則（平成１２年愛媛県規則第３６号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（条例第２条第２号ただし書の規則で定める行為）

第２条 条例第２条第２号ただし書の規則で定める行為は、次に掲

げる施設等において行う土砂等による土地の埋立て、盛土その他

の土地への堆積をする行為とする。

�～� 省略

２ 省略

第４条 省略

（条例第７条の２第１項本文の規定による水質検査）

第４条の２ 条例第７条の２第１項本文の規則で定める日は、条例

第７条第２項又は第３項の規定による命令に係る措置が完了した

日とする。

２ 条例第７条の２第１項本文の規定による水質検査は、前項に規

定する日から６月ごとに行わなければならない。

３ 条例第７条の２第１項本文の規定による水質検査のための試料

の採取は、知事が指定する期日において、知事が指定する職員の

立会いの下に行わなければならない。

４ 条例第７条の２第１項本文の規定による水質検査は、条例第７

条第２項又は第３項の規定による命令に係る土砂等の埋立て等に

供し、又は供された土地の区域内の浸透水を採取し、別表第２の

項目の欄に掲げる項目ごとに、それぞれ同表の測定方法の欄に掲

げる方法により行わなければならない。

（条例第７条の２第１項ただし書の規定による土壌検査）

第４条の３ 前条第２項の規定は条例第７条の２第１項ただし書の

規定による土壌検査について、前条第３項の規定は条例第７条の

２第１項ただし書の規定による土壌検査のための試料の採取につ

いて、それぞれ準用する。

２ 条例第７条の２第１項ただし書の規定による土壌検査は、別表

第１の項目の欄に掲げる項目に係る土砂等の汚染の状況を的確に

把握することができると認められる場所において試料を採取し、

当該項目ごとに、それぞれ同表の測定方法の欄に掲げる方法によ

り行わなければならない。

３ 条例第７条の２第１項ただし書の規定による土壌検査は、条例

第７条第２項又は第３項の規定による命令に係る土砂等の埋立て

等に供し、又は供された土地の面積が１ヘクタールを超える場合

にあっては、当該土地を１ヘクタール以内の区域に等分し、当該

等分された区域ごとに行わなければならない。

（条例第７条の２第２項の規定による検査の報告）

第４条の４ 条例第７条の２第２項の規定による報告は、第４条の

２第１項に規定する日から６月ごとに当該６月を経過した日から

３週間以内に、水質・土壌検査報告書（様式第１号）を提出して

行わなければならない。

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。

� 水質検査又は土壌検査の試料とした浸透水又は土砂等を採取

した地点の位置図

� 水質検査又は土壌検査のために採取した試料ごとの検査試料

（条例第２条第１号ただし書の規則で定める行為）

第２条 条例第２条第１号ただし書の規則で定める行為は、次に掲

げる施設等において行う土砂等による土地の埋立て、盛土その他

の土地への堆積をする行為とする。

�～� 省略

２ 省略

第４条 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

７３



採取調書（様式第１号の２）

� 水質検査又は土壌検査の結果を証明する書面（計量法（平成

４年法律第５１号）第１２２条第１項の規定により登録された計量

士のうち濃度に係る計量士（以下「環境計量士」という。）が

発行したものに限る。）

第６条 省略

（周辺住民への特定事業の周知）

第６条の２ 条例第９条又は条例第１４条第１項の許可を受けようと

する者（以下「申請予定者」という。）は、条例第９条の２第１

項（条例第１４条第４項において準用する場合を含む。）の規定に

よる説明会の開催に当たって、あらかじめ、周辺住民に対し、説

明会の開催の日時及び場所を適切な方法により周知するものとす

る。

２ 条例第９条の２第２項（条例第１４条第４項において準用する場

合を含む。）のその責めに帰することができない事由であって規

則で定めるものは、申請予定者以外の者により説明会の公正かつ

円滑な実施が著しく阻害され、説明会の目的を達成することがで

きないことが明らかであることとする。

（許可の申請）

第７条 条例第１０条第１項の申請書は、特定事業許可申請書（様式

第２号）によるものとする。

２ 条例第１０条第１項の規則で定める書類は、次に掲げるものとす

る。

� 申請者の住民票の写し（法人にあっては、定款又は寄附行為

及び登記事項証明書）

� 省略

� 特定事業場の計画平面図及び計画断面図（測量に基づいて作

成され、かつ、特定事業の施工前の現況が確認できるものに限

る。）

� 省略

� 特定事業区域内の表土の汚染状況についての検査の試料とし

た土砂等を採取した地点の位置図並びに当該採取した試料ごと

の検査試料採取調書 及び当該検査の結果を証明

する書面（環境計量士

が発行したものに限る。）

�～� 省略

� 条例第９条の２の規定により実施した周辺住民への特定事業

の周知の実績に係る書面（様式第２号の２）及び当該周知に用

いた資料

	 申請者（申請者が法人の場合にあっては、その役員（条例第

１２条第１項第６号エに規定する役員をいう。以下同じ。）を含

む。）が同号アからチまでに該当する者でない旨の誓約書（様

式第２号の３）


 申請者が未成年者（条例第１２条第１項第６号セに規定する未

成年者をいう。以下同じ。）である場合にあっては、その法定

代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合にあって

は、その登記事項証明書及び役員の住民票の写し）

� 申請者が法人である場合にあっては、その役員の住民票の写

し

� 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の１００分

の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の

額に相当する出資をしている者があるときにあっては、これら

第６条 省略

（許可の申請）

第７条 条例第１０条第１項の申請書は、特定事業許可申請書（様式

第１号）によるものとする。

２ 条例第１０条第１項の規則で定める書類は、次に掲げるものとす

る。

� 申請者の住民票の写し（法人にあっては、

登記事項証明書）

� 省略

� 特定事業場の計画平面図及び計画断面図（

特定事業の施工前の現況が確認できるものに限

る。）

� 省略

� 特定事業区域内の表土の汚染状況についての検査の試料とし

た土砂等を採取した地点の位置図並びに当該採取した試料ごと

の検査試料採取調書（様式第２号）及び当該検査の結果を証明

する書面（計量法（平成４年法律第５１号）第１２２条第１項の規定

により登録された計量士のうち濃度に係る計量士（以下「環境

計量士」という。）が発行したものに限る。）

�～� 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

７４



の者の住民票の写し（これらの者が法人である場合にあって

は、登記事項証明書）

� 申請者に第９条に規定する使用人がある場合にあっては、そ

の者の住民票の写し

� 法定代理人・役員・使用人等一覧表（様式第２号の４）

� 省略

３ 条例第１０条第２項の申請書は、特定事業（一時堆積事業）許可

申請書 （様式第３号）によるものとする。

４ 条例第１０条第２項の規則で定める書類は、次に掲げるものとす

る。

� 第２項第１号、第２号、第４号及び第１０号から第１７号までに

掲げる書類

�・� 省略

� 特定事業場の土砂等の堆積 が最大となった場合の計画平面

図及び計画断面図（測量に基づいて作成され、かつ、特定事業

の施工前の現況が確認できるものに限る。）

� 省略

５ 省略

（条例第１２条第１項第６号キ、ソ及びタの規則で定める使用人）

第９条 条例第１２条第１項第６号キ、ソ及びタ（これらの規定を条

例第１４条第４項において準用する場合を含む。）の規則で定める

使用人は、申請者の使用人で、次に掲げるものの代表者であるも

のとする。

�・� 省略

（変更の許可の申請等）

第１１条 条例第１４条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更は、

次の各号のいずれにも該当しない変更とする。

� 特定事業区域又は特定事業場の面積に係る変更であって、当

該変更によって、条例第１０条の申請書に記載された当該面積

（当該面積について条例第１４条第１項の規定による変更の許可

を受けたときは、その変更後のもの）から１０パーセント以上増

加するもの

� 特定事業に使用される土砂等の量に係る変更であって、当該

変更によって、条例第１０条第１項の申請書に記載された当該土

砂等の量（当該土砂等の量について条例第１４条第１項の規定に

よる変更の許可を受けたときは、その変更後のもの）から１０パ

ーセント以上増加するもの

� 特定事業が完了した場合の特定事業場の構造に係る変更であ

って、次のいずれかに該当するもの（当該変更について、条例

第１４条第４項において準用する条例第１２条第３項の規定が適用

されるものを除く。）

ア 擁壁又は別表第３の５の項に規定するのり面の崩壊を防止

するための排水溝の施設を変更するもの

イ 別表第３の１の項、２の項又は６の項から８の項までのい

ずれかに規定する措置を変更するもの

ウ 当該変更により、のり面の勾配について、垂直距離に対す

る水平距離が減少するもの

２ 省略

３ 条例第１４条第２項の規則で定める書類は、第７条第２項第２号

から第１１号まで及び第１８号並びに同条第４項各号（同項第１号に

あっては、同条第２項第２号、第４号、第１０号及び第１１号に係る

ものに限る。）に掲げる書類のうち変更に係る書類とする。

４ 条例第１４条第３項の規定による規則で定める事項は、条例第９

	 省略

３ 条例第１０条第２項の申請書は、特定事業（一時たい積事業）許

可申請書（様式第３号）によるものとする。

４ 条例第１０条第２項の規則で定める書類は、次に掲げるものとす

る。

� 第２項第１号、第２号、第４号及び第１０号 に

掲げる書類

�・� 省略

� 特定事業場の土砂等のたい積が最大となった場合の計画平面

図及び計画断面図（ 特定事業

の施工前の現況が確認できるものに限る。）

� 省略

５ 省略

（条例第１２条第１項第６号イ及びウ の規則で定める使用人）

第９条 条例第１２条第１項第６号イ及びウ（ 条

例第１４条第４項において準用する場合を含む。）の規則で定める

使用人は、申請者の使用人で、次に掲げるものの代表者であるも

のとする。

�・� 省略

（変更の許可の申請等）

第１１条 条例第１４条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更は、

次に掲げる事項の 変更とする。

� 条例第９条の許可を受けた者の氏名又は住所（法人にあって

は、その名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地）

� 特定事業の施工を管理する事務所の所在地

� 特定事業の施工を管理する者

� 特定事業に使用される土砂等の量（土砂等のたい積の構造の

変更を伴わないものに限る。）

� 特定事業の施工期間


 特定事業に使用する土砂等の採取場所又は搬入計画

２ 省略

３ 条例第１４条第２項の規則で定める書類は、第７条第２項各号及

び第４項各号

に掲げる書類のうち変更に係る書類とする。
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条の許可を受けた者に係る次に掲げる事項とする。

� 条例第１２条第１項第６号セに規定する法定代理人

� 役員

� 発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出

資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者

� 第９条に規定する使用人

５ 条例第１４条第３項の規定による届出は、同項の

変更があった日から１５日（次項の規定により法人の登記事項

証明書を添付すべき場合にあっては、３０日）以内に、特定事業変

更届（様式第５号）を提出して行わなければならない。

６ 前項の届出書には、第７条第２項各号（同項第１１号に係るもの

を除く。）及び第４項各号（同項第１号にあっては、同条第２項

第１１号に係るものを除く。）に掲げる書類のうち届出に係る書類

を添付しなければならない。

（土砂等の搬入の届出）

第１２条 条例第１５条第１項の規定による届出は、土砂等の量が

５，０００立方メートルまでごとに、特定事業区域への土砂等の搬入

を開始する日の３日前までに、土砂等搬入届（様式第６号）を提

出して行わなければならない。ただし、搬入しようとする土砂等

が県外土砂等である場合であって、特定事業区域へ当該県外土砂

等を搬入するまでの間に、県内において当該県外土砂等の一時堆

積を行うときは、当該一時堆積を行う場所への当該県外土砂等の

搬入を開始する日の３日前までに、土砂等搬入届を提出して行わ

なければならない。

２ 条例第１５条第１項の当該土砂等が当該採取場所から採取された

土砂等であることを証する書面で規則で定めるものは、当該採取

場所の責任者が発行した土砂等採取場所証明書（様式第７号）と

する。ただし、当該土砂等が県外土砂等である場合は、土砂等採

取場所証明書に、当該県外土砂等を採取した地点の位置図及び採

取時の様子を撮影したカラーの写真並びに当該県外土砂等の色

相、粒形等の性状を鮮明に判別することができるカラーの写真を

添付しなければならない。

３ 条例第１５条第１項の当該土砂等が土砂基準に適合していること

を証する書面で規則で定めるものは、搬入しようとする土砂等の

汚染状況についての検査のために採取した試料ごとの検査試料採

取調書及び当該検査の結果を証明する書面（環境計量士が発行し

たものに限る。）とする。

４ 条例第１５条第１項第２号の当該採取場から採取された土砂等で

あることを証する書面で規則で定めるものは、当該土砂等に係る

売渡証明書その他の当該土砂等を譲渡したことを証する書面とす

る。

５ 条例第１５条第２項の規定による届出は、非常災害のために必要

な応急措置として土砂等を撤去した区域ごと及び土砂等の量が

５，０００立方メートルまでごとに、土砂等搬入届を提出して行わな

ければならない。

６ 条例第１５条第３項の規定による届出は、同条第１項の規定によ

り届け出た事項の変更の場合にあっては特定事業区域への土砂等

の搬入の開始（特定事業区域へ県外土砂等を搬入するまでの間

に、県内において当該県外土砂等の一時堆積を行う場合にあって

は、一時堆積を行う場所への当該県外土砂等の搬入の開始）まで

に、同条第２項の規定により届け出た事項の変更の場合にあって

は当該変更後遅滞なく、それぞれ土砂等搬入変更届（様式第７号

４ 条例第１４条第３項の規定による届出は、第１項各号に掲げる事

項に変更があった日から１５日

以内に、特定事業変

更届（様式第５号）を提出して行わなければならない。

５ 前項の届出書には、第１項第１号に掲げる事項の変更の場合に

あっては条例第９条の許可を受けた者の住民票の写し（法人にあ

っては、登記事項証明書）を、同項第４号に掲げる事項の変更の

場合にあっては特定事業に使用される土砂等の量を積算した計算

書を添付しなければならない。

（土砂等の搬入の届出）

第１２条 条例第１５条 の規定による届出は、土砂等の量が

５，０００立方メートルまでごとに

、土砂等搬入届（様式第６号）を提

出して行わなければならない。

２ 条例第１５条 の当該土砂等が当該採取場所から採取された

土砂等であることを証する書面で規則で定めるものは、当該採取

場所の責任者が発行した土砂等採取場所証明書（様式第７号）と

する。

３ 条例第１５条 の当該土砂等が土砂基準に適合していること

を証する書面で規則で定めるものは、搬入しようとする土砂等の

汚染状況についての検査のために採取した試料ごとの検査試料採

取調書及び当該検査の結果を証明する書面（環境計量士が発行し

たものに限る。）とする。

４ 条例第１５条第２号 の当該採取場から採取された土砂等で

あることを証する書面で規則で定めるものは、当該土砂等に係る

売渡証明書その他の当該土砂等を譲渡したことを証する書面とす

る。
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の２）を提出して行わなければならない。

７ 前項の届出には、条例第１５条第１項又は第２項の規定により届

け出た事項の変更に係る次に掲げる書類を添付しなければならな

い。ただし、同条第１項各号のいずれかに該当する場合にあって

は、第２号に掲げる書類の添付を省略することができる。

� 土砂等採取場所証明書

� 検査試料採取調書及び当該検査の結果を証明する書面（環境

計量士が発行したものに限る。）

（土砂等管理台帳）

第１２条の２ 条例第１５条の３の土砂等管理台帳は、様式第７号の３

によるものとする。

２ 土砂等管理台帳に条例第１５条の３第５号に掲げる事項を記載す

るときは、次に掲げる書類を添付しなければならない。

� 県外土砂等の排出、運搬及び保管に係る当該県外土砂等の量

を証する書類

� 県外土砂等を採取場所から特定事業区域へ搬出する際に撮影

した当該県外土砂等の色相、粒形等の性状を鮮明に判別するこ

とができるカラーの写真

３ 条例第１５条の３第６号の規則で定める事項は、次に掲げるもの

とする。

� 許可年月日及びその番号

� 特定事業場の所在地

� 特定事業の施工期間

� 特定事業区域の面積

� 特定事業に使用される土砂等の量（特定事業が一時堆積事業

である場合にあっては、当該特定事業に使用された土砂等の堆

積が最大となったときの土砂等の量）

� 特定事業の施工を管理する者の氏名

� 土砂等の採取場所を管理する事業者の氏名及び住所（法人に

あっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在

地）

� 土砂等搬入届及び土砂等搬入変更届の提出年月日

	 土砂等の採取場所からの搬入予定量


 展開検査等を行った者の氏名

（土砂等の量の報告）

第１３条 条例第１６条の規定による報告は、特定事業を開始した日か

ら６月ごとに当該６月を経過した日（特定事業が一時堆積事業

である場合にあっては、特定事業を開始した日から３月ごとに当

該３月を経過した日）から３週間以内（特定事業の全部若しくは

一部を完了し、又は特定事業を廃止し、若しくは休止したとき

は、条例第２０条第１項又は第２１条第２項の規定による届出の時）

に、特定事業状況報告書（様式第８号）を提出して行わなければ

ならない。

（条例第１７条第１項から第３項までの規定による水質検査）

第１４条 条例第１７条第１項の規定による水質検査は、特定事業を開

始した日から６月ごとに行わなければならない。ただし、特定事

業が一時堆積事業 である場合にあっては、特定事業を開始した

日から３月ごとに行わなければならない。

２ 第４条の２第３項の規定は、条例第１７条第２項及び第３項の規

定による水質検査について準用する。

３ 第４条の２第４項の規定は、条例第１７条第１項から第３項まで

の規定による水質検査について準用する。この場合において、第

（土砂等の量の報告）

第１３条 条例第１６条の規定による報告は、特定事業を開始した日か

ら６月ごとに当該６月を経過した日（特定事業が一時たい積事業

である場合にあっては、特定事業を開始した日から３月ごとに当

該３月を経過した日）から３週間以内（特定事業

を完了し、 廃止し、又は 休止したとき

は、条例第２０条第１項又は第２１条第２項の規定による届出の時）

に、特定事業状況報告書（様式第８号）を提出して行わなければ

ならない。

（水質検査）

第１４条 条例第１７条第１項の規定による水質検査は、特定事業を開

始した日から６月ごとに行わなければならない。ただし、特定事

業が一時たい積事業である場合にあっては、特定事業を開始した

日から３月ごとに行わなければならない。

２ 条例第１７条第２項の規定による水質検査のための試料の採取

は、知事が指定する期日において、知事が指定する職員の立会い

の下に行わなければならない。

３ 前２項の水質検査は、特定事業区域内の浸透水を採取し、別表

第２の項目の欄に掲げる項目ごとに、それぞれ同表の測定方法の
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４条の２第４項中「条例第７条第２項又は第３項の規定による命

令に係る土砂等の埋立て等に供し、又は供された土地の」とある

のは「特定事業」と読み替えるものとする。

４ 条例第１７条第３項の規定による水質検査は、次の表の左欄に掲

げる者に応じ、同表の中欄に掲げる日から、同表の右欄に掲げる

時期により行わなければならない。

欄に掲げる方法により行わなければならない。

対象者 起算日 時期

条例第９条の許可

を受けた特定事業

の全部を完了し、

又は廃止した者

知事が当該特定事

業に係る条例第２０

条第２項又は第２１

条第４項の規定に

よる通知をした日

６月ごと

条例第２３条第１項

の規定により条例

第９条の許可を取

り消された者

知事が別に指定す

る日

１月以内及び６月

ごと

（条例第１７条第１項から第３項までの規定による土壌検査）

第１５条 第４条の２第２項の規定は条例第１７条第１項ただし書の規

定による土壌検査について、第４条の２第３項の規定は条例第１７

条第２項及び第３項ただし書の規定による土壌検査のための試料

の採取について、第４条の３第２項及び第３項の規定は条例第１７

条第１項から第３項までの規定による土壌検査について、前条第

４項の規定は条例第１７条第３項ただし書の規定による土壌検査に

ついて、それぞれ準用する。この場合において、第４条の３第３

項中「条例第７条第２項又は第３項の規定による命令に係る土砂

等の埋立て等に供し、又は供された土地」とあるのは「特定事業

区域」と読み替えるものとする。

（条例第１７条第１項から第３項までの規定による検査の報告）

第１６条 条例第１７条第４項において準用する条例第７条の２第２項

の規定による報告は、次の表の左欄に掲げる検査の区分に応じ、

同表の右欄に掲げる時期に、それぞれ水質・土壌検査報告書

を提出して行わなければならない。

（土壌検査）

第１５条 前条第１項 の規定は条例第１７条第１項ただし書の規

定による土壌検査について、前条第２項 の規定は条例第１７

条第２項 の規定による土壌検査のための試料

の採取について

準用する。

２ 条例第１７条第１項ただし書又は第２項の規定による土壌検査

は、別表第１の項目の欄に掲げる項目に係る土砂等の汚染の状況

を的確に把握することができると認められる場所において試料を

採取し、当該項目ごとに、それぞれ同表の測定方法の欄に掲げる

方法により行わなければならない。

３ 前項の土壌検査は、特定事業区域の面積が１ヘクタールを超え

る場合にあっては、当該特定事業区域を１ヘクタール以内の区域

に等分し、当該等分された区域ごとに行わなければならない。

（水質検査等の報告）

第１６条 条例第１７条第３項

の規定による報告は、次の表の左欄に掲げる検査の区分に応じ、

同表の右欄に掲げる時期に、それぞれ特定事業水質・土壌検査報

告書（様式第９号）を提出して行わなければならない。

検査の区分 提出時期 検査の区分 提出時期

条例第１７条第１項の規定によ

る検査

省略 条例第１７条第１項の規定によ

る水質検査又は土壌検査

省略

特定事業が一時堆積事業 で

ある場合における条例第１７条

第１項の規定による検査

省略 特定事業が一時たい積事業で

ある場合における条例第１７条

第１項の規定による水質検査

又は土壌検査

省略

条例第１７条第２項の規定によ

る検査

省略 条例第１７条第２項の規定によ

る水質検査及び土壌検査

省略

条例第１７条第３項の規定によ

る検査のうち条例第９条の許

知事が当該特定事業に係る条

例第２０条第２項又は第２１条第
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可を受けた特定事業の全部を

完了し、又は廃止した者が実

施するもの

４項の規定による通知をした

日から６月ごとに当該６月を

経過した日から３週間以内

条例第１７条第３項の規定によ

る検査のうち条例第２３条第１

項の規定により条例第９条の

許可を取り消された者が実施

するもの

知事が別に指定する日から１

月を経過した日から３週間以

内及び当該知事が別に指定す

る日から６月ごとに当該６月

を経過した日から３週間以内

２ 第４条の４第２項の規定は、前項の報告書について準用する。

（特定事業の完了の届出）

第１８条 条例第２０条第１項の規定による届出は、特定事業の全部又

は一部を完了した日から１５日以内に、特定事業完了届（様式第１０

号）を提出して行わなければならない。この場合において、当該

特定事業の一部を完了したものであるときは、特定事業完了届

に、その完了した区域を示す図面を添付しなければならない。

（特定事業の廃止等の届出）

第１９条 条例第２１条第２項の規定による届出は、特定事業を廃止し

た場合にあっては当該特定事業を廃止した日から３０日以内に、特

定事業を２月以上休止しようとする場合にあってはあらかじめ、

休止の届出をした特定事業を再開した場合にあっては当該特定事

業を再開した日から７日以内に、特定事業廃止（休止・再開）届

（様式第１１号）を提出して行わなければならない。

（承継の届出）

第２０条 省略

２ 条例第２２条第２項の規則で定める書類は、次に掲げるものとす

る。

� 地位を承継した者の住民票の写し（法人にあっては、定款又

は寄附行為及び登記事項証明書）

� 地位を承継した者（当該者が法人の場合にあっては、その役

員を含む。）が条例第１２条第１項第６号アからチまでに該当す

る者でない旨の誓約書

� 地位を承継した者が未成年者である場合にあっては、その法

定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合にあっ

ては、その登記事項証明書及び役員の住民票の写し）

� 地位を承継した者が法人である場合にあっては、その役員の

住民票の写し

� 地位を承継した者が法人である場合において、発行済株式総

数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の

５以上の額に相当する出資をしている者があるときにあって

は、これらの者の住民票の写し（これらの者が法人である場合

にあっては、登記事項証明書）

� 地位を承継した者に第９条に規定する使用人がある場合にあ

っては、その者の住民票の写し

� 法定代理人・役員・使用人等一覧表

別表第１（第３条、第４条の３関係）

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。

� 水質検査又は土壌検査の試料とした浸透水又は土砂等を採取

した地点の位置図

� 水質検査又は土壌検査のために採取した試料ごとの検査試料

採取調書

� 水質検査又は土壌検査の結果を証明する書面（環境計量士が

発行したものに限る。）

（特定事業の完了の届出）

第１８条 条例第２０条第１項の規定による届出は、特定事業

を完了した日から１５日以内に、特定事業完了届（様式第１０

号）を提出して行わなければならない。

（特定事業の廃止等の届出）

第１９条 条例第２１条第２項の規定による届出は、特定事業を廃止し

た場合にあっては当該特定事業を廃止した日から３０日以内に、特

定事業を２月以上休止しようとする場合にあってはあらかじめ、

休止の届出をした特定事業を再開した場合にあっては当該特定事

業の再開後速やかに 、特定事業廃止（休止・再開）届

（様式第１１号）を提出して行わなければならない。

（承継の届出）

第２０条 省略

別表第１（第３条、第１５条 関係）
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省略 省略

備考 省略

別表第２（第４条、第４条の２関係）

備考 省略

別表第２（第４条、第１４条 関係）

省略 省略

備考 省略

別表第３（第８条、第１１条関係）

備考 省略

別表第３（第８条 関係）

省略 省略

様式第１号（第７条関係） 特定事業許可申請書

（表） 省略

（裏）

様式第１号（第７条関係） 特定事業許可申請書

（表） 省略

（裏）

添付書類

１ 申請者の住民票の写し（法人にあっては、定款又は寄

附行為及び登記事項証明書）

２ 省略

３ 特定事業場の計画平面図及び計画断面図（測量に基づ

いて作成され、かつ、特定事業の施工前の現況が確認で

きるものに限る。）

４ 省略

５ 特定事業区域内の表土の汚染状況についての検査の試

料とした土砂等を採取した地点の位置図並びに当該採取

した試料ごとの検査試料採取調書（様式第１号の２）及

び当該検査の結果を証明する書面（環境計量士が発行し

たものに限る。）

６～９ 省略

１０ 特定事業が愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染

及び災害の発生の防止に関する条例施行規則（平成１２年

愛媛県規則第３６号。以下「規則」という。）別表第５に

掲げる行為に該当する場合にあっては、当該行為に該当

することを証する書面

１１ 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の

発生の防止に関する条例（平成１２年愛媛県条例第２号。

以下「条例」という。）第９条の２の規定により実施し

た周辺住民への特定事業の周知の実績に係る書面（様式

第２号の２）及び当該周知に用いた資料

１２ 申請者（申請者が法人の場合にあっては、その役員

（条例第１２条第１項第６号エに規定する役員をいう。以

下同じ。）を含む。）が同号アからチまでに該当する者

でない旨の誓約書（様式第２号の３）

１３ 申請者が未成年者（条例第１２条第１項第６号セに規定

する未成年者をいう。）である場合にあっては、その法

定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合

にあっては、その登記事項証明書及び役員の住民票の写

し）

１４ 申請者が法人である場合にあっては、その役員の住民

票の写し

１５ 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の

１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分

の５以上の額に相当する出資をしている者があるときに

あっては、これらの者の住民票の写し（これらの者が法

人である場合にあっては、登記事項証明書）

１６ 申請者に規則第９条に規定する使用人がある場合にあ

添付書類

１ 申請者の住民票の写し（法人にあっては、

登記事項証明書）

２ 省略

３ 特定事業場の計画平面図及び計画断面図（

特定事業の施工前の現況が確認で

きるものに限る。）

４ 省略

５ 特定事業区域内の表土の汚染状況についての検査の試

料とした土砂等を採取した地点の位置図並びに当該採取

した試料ごとの検査試料採取調書（様式第２号 ）及

び当該検査の結果を証明する書面（環境計量士が発行し

たものに限る。）

６～９ 省略

１０ 特定事業が愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染

及び災害の発生の防止に関する条例施行規則（平成１２年

愛媛県規則第３６号 ）別表第５に

掲げる行為に該当する場合にあっては、当該行為に該当

することを証する書面
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っては、その者の住民票の写し

１７ 法定代理人・役員・使用人等一覧表（様式第２号の

４）

１８ 省略 １１ 省略

愛媛県収入証紙貼付欄 愛媛県収入証紙ちょう付欄

様式第３号（第７条関係） 特定事業（一時堆積事業）許可申請書

（表）

様式第３号（第７条関係） 特定事業（一時たい積事業）許可申請

書

（表）

特定事業（一時堆積事業）許可申請書

省略

特定事業（一時たい積事業）許可申請書

省略

省略 省略

注 省略

（裏）

注 省略

（裏）

添付書類

１ 申請者の住民票の写し（法人にあっては、定款又は寄

附行為及び登記事項証明書）

２～４ 省略

５ 特定事業区域内の表土と特定事業に使用される土砂等

が遮断される構造でない場合にあっては、特定事業区域

内の表土の汚染状況についての検査の試料とした土砂等

を採取した地点の位置図並びに当該採取した試料ごとの

検査試料採取調書（様式第１号の２）及び当該検査の結

果を証明する書面（環境計量士が発行したものに限

る。）

６ 特定事業場の土砂等の堆積 が最大となった場合の計

画平面図及び計画断面図（測量に基づいて作成され、か

つ、特定事業の施工前の現況が確認できるものに限

る。）

７ 特定事業が愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染

及び災害の発生の防止に関する条例施行規則（平成１２年

愛媛県規則第３６号。以下「規則」という。）別表第５に

掲げる行為に該当する場合にあっては、当該行為に該当

することを証する書面

８ 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の

発生の防止に関する条例（平成１２年愛媛県条例第２号。

以下「条例」という。）第９条の２の規定により実施し

た周辺住民への特定事業の周知の実績に係る書面（様式

第２号の２）及び当該周知に用いた資料

９ 申請者（申請者が法人の場合にあっては、その役員

（条例第１２条第１項第６号エに規定する役員をいう。以

下同じ。）を含む。）が同号アからチまでに該当する者

でない旨の誓約書（様式第２号の３）

１０ 申請者が未成年者（条例第１２条第１項第６号セに規定

する未成年者をいう。）である場合にあっては、その法

定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合

にあっては、その登記事項証明書及び役員の住民票の写

し）

１１ 申請者が法人である場合にあっては、その役員の住民

票の写し

１２ 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の

１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分

添付書類

１ 申請者の住民票の写し（法人にあっては、

登記事項証明書）

２～４ 省略

５ 特定事業区域内の表土と特定事業に使用される土砂等

が遮断される構造でない場合にあっては、特定事業区域

内の表土の汚染状況についての検査の試料とした土砂等

を採取した地点の位置図並びに当該採取した試料ごとの

検査試料採取調書（様式第２号 ）及び当該検査の結

果を証明する書面（環境計量士が発行したものに限

る。）

６ 特定事業場の土砂等のたい積が最大となった場合の計

画平面図及び計画断面図（

特定事業の施工前の現況が確認できるものに限

る。）

７ 特定事業が愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染

及び災害の発生の防止に関する条例施行規則（平成１２年

愛媛県規則第３６号 ）別表第５に

掲げる行為に該当する場合にあっては、当該行為に該当

することを証する書面
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の５以上の額に相当する出資をしている者があるときに

あっては、これらの者の住民票の写し（これらの者が法人

である場合にあっては、登記事項証明書）

１３ 申請者に規則第９条に規定する使用人がある場合にあ

っては、その者の住民票の写し

１４ 法定代理人・役員・使用人等一覧表（様式第２号の

４）

１５ 省略 ８ 省略

愛媛県収入証紙貼付欄 愛媛県収入証紙ちょう付欄

様式第４号（第１１条関係） 特定事業変更許可申請書

（表） 省略

（裏）

様式第４号（第１１条関係） 特定事業変更許可申請書

（表） 省略

（裏）

添付書類（その内容に変更がない限り、添付を要しない。）

１ 特定事業（一時堆積事業 を除く。）の変更に係る申

請の場合には、次の書類

� 省略

� 特定事業場の計画平面図及び計画断面図（測量に基

づいて作成され、かつ、特定事業の施工前の現況が確

認できるものに限る。）

� 省略

� 特定事業区域内の表土の汚染状況についての検査の

試料とした土砂等を採取した地点の位置図並びに当該

採取した試料ごとの検査試料採取調書（様式第１号の

２）及び当該検査の結果を証明する書面（環境計量士

が発行したものに限る。）

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害

の発生の防止に関する条例（平成１２年愛媛県条例第２

号）第１４条第４項において準用する同条例第９条の２

の規定により実施した周辺住民への特定事業の周知の

実績に係る書面（様式第２号の２）及び当該周知に用

いた資料

� 省略

２ 特定事業（一時堆積事業 ）の変更に係る申請の場合

には、次の書類

� １�、�、	及び
に掲げる書類

� 省略

� 特定事業区域内の表土と特定事業に使用される土砂

等が遮断される構造でない場合にあっては、１�に掲

げる書類

� 特定事業場の土砂等の堆積 が最大となった場合の

計画平面図及び計画断面図（測量に基づいて作成さ

れ、かつ、特定事業の施工前の現況が確認できるもの

に限る。）

� 省略

添付書類（その内容に変更がない限り、添付を要しない。）

１ 特定事業（一時たい積事業を除く。）の変更に係る申

請の場合には、次の書類

� 申請者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項

証明書）

� 省略

� 特定事業場の計画平面図及び計画断面図（

特定事業の施工前の現況が確

認できるものに限る。）

� 省略

� 特定事業区域内の表土の汚染状況についての検査の

試料とした土砂等を採取した地点の位置図並びに当該

採取した試料ごとの検査試料採取調書（様式第２号

）及び当該検査の結果を証明する書面（環境計量士

が発行したものに限る。）

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

２ 特定事業（一時たい積事業）の変更に係る申請の場合

には、次の書類

� １�、�、�及び
に掲げる書類

� 省略

� 特定事業区域内の表土と特定事業に使用される土砂

等が遮断される構造でない場合にあっては、１�に掲

げる書類

� 特定事業場の土砂等のたい積が最大となった場合の

計画平面図及び計画断面図（

特定事業の施工前の現況が確認できるもの

に限る。）

� 省略
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愛媛県収入証紙貼付欄 愛媛県収入証紙ちょう付欄

様式第６号（第１２条、第１２条の２、様式第７号の２関係） 土砂等

搬入届

様式第６号（第１２条 関係） 土砂等

搬入届

省略 省略

土砂等の区分

土砂等の搬入期間
年 月 日から 年 月

日まで土砂等の搬入期間
年 月 日から 年 月

日まで

土砂等の運搬事業者の

住所、氏名及び電話番

号

土砂等の運搬事業者の

住所、氏名及び電話番

号

県外土砂等を特定事

業区域に搬入するま

での間に、県内にお

いて当該県外土砂等

の一時堆積を行う場

所の所在地及び当該

一時堆積の期間

所

在

地

期

間

年 月 日から 年 月

日まで

添付書類

１ 省略

２ 検査試料採取調書（様式第１号の２）及び当該検査の

結果を証明する書面（環境計量士が発行したものに限

る。）。ただし、愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の

汚染及び災害の発生の防止に関する条例（平成１２年愛媛

県条例第２号）第１５条第１項各号のいずれかに該当する

場合にあっては、これらの書類の添付を省略することが

できる。

添付書類

１ 省略

２ 検査試料採取調書（様式第２号 ）及び当該検査の

結果を証明する書面（環境計量士が発行したものに限

る。）。ただし、愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の

汚染及び災害の発生の防止に関する条例（平成１２年愛媛

県条例第２号）第１５条各号 のいずれかに該当する

場合にあっては、これらの書類の添付を省略することが

できる。

注１・２ 省略

３ 「土砂等の区分」の欄には、愛媛県土砂等の埋立て等に

よる土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規

則（平成１２年愛媛県規則第３６号）別表第３の３の項の表の

土砂等の区分を記載すること。

様式第７号（第１２条、様式第６号、様式第７号の２関係） 土砂等

採取場所証明書

注１・２ 省略

様式第７号（第１２条、様式第６号 関係） 土砂等

採取場所証明書

省略 省略

建設工事等に係る土砂等の発生量

証明に係る土砂等の量
特定事業区域への土砂等の搬入予定量

証明に係る土砂等の量

土砂等の区分

省略 省略

愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生

の防止に関する条例（平成１２年愛媛県条例第２号）第９条の

許可を受けた者が特定事業区域に搬入する土砂等は、上記の

とおり採取された土砂等であること並びに廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条第１項に規

定する廃棄物でないこと及び当該廃棄物の混入がないことを

証明します。

省略

上記のとおりであること

を

証明します。

省略

添付書類（搬入する土砂等が県外土砂等である場合に添付す

ること。）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

８３



搬入する県外土砂等を採取した地点の位置図及び採取時の

様子を撮影したカラーの写真並びに当該県外土砂等の色相、

粒形等の性状を鮮明に判別することができるカラーの写真

注１ 省略

２ 「土砂等の区分」の欄には、愛媛県土砂等の埋立て等に

よる土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規

則（平成１２年愛媛県規則第３６号）別表第３の３の項の表の

土砂等の区分を記載すること。

様式第１０号（第１８条関係） 特定事業完了届

注 省略

様式第１０号（第１８条関係） 特定事業完了届

省略 省略

許可年月日及び許可番号 年 月 日 第 号
許 可 番 号 等 年 月 日 第 号

完 了 の 区 分 全部完了・一部完了

省略 省略

添付書類

特定事業の一部の完了に係るものであるときは、その完了

した区域を示す図面を添付すること。

注１ 省略

２ 不要な文字は、抹消すること。

３ 省略

様式第１１号（第１９条関係） 特定事業廃止（休止・再開）届

注１ 省略

２ 省略

様式第１１号（第１９条関係） 特定事業廃止（休止・再開）届

省略 省略

特定事業が一時堆積事業 である場合

にあっては、特定事業区域の面積のう

ち土砂等が堆積 されている面積

㎡

特定事業が一時たい積事業である場合

にあっては、特定事業区域の面積のう

ち土砂等がたい積されている面積

平方メートル

注 省略

様式第１２号（第２０条関係） 特定事業承継届

注 省略

様式第１２号（第２０条関係） 特定事業承継届

省略 省略

添付書類

１ 省略

２ 地位の承継をした者の住民票の写し（法人にあって

は、定款又は寄附行為及び登記事項証明書）

３ 地位を承継した者（当該者が法人の場合にあっては、

その役員（愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及

び災害の発生の防止に関する条例（平成１２年愛媛県条例

第２号。以下「条例」という。）第１２条第１項第６号エ

に規定する役員をいう。以下同じ。）を含む。）が同号

アからチまでに該当する者でない旨の誓約書（様式第２

号の３）

４ 地位を承継した者が未成年者（条例第１２条第１項第６

号セに規定する未成年者をいう。）である場合にあって

は、その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人

である場合にあっては、その登記事項証明書及び役員の

住民票の写し）

５ 地位を承継した者が法人である場合にあっては、その

役員の住民票の写し

６ 地位を承継した者が法人である場合において、発行済

株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者があ

るときにあっては、これらの者の住民票の写し（これら

の者が法人である場合にあっては、登記事項証明書）

添付書類

１ 省略

２ 地位の承継をした者の住民票の写し（法人にあって

は、 登記事項証明書）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

８４



第２条 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則の一部を次のように改正する。

様式第２号を削り、様式第１号を様式第２号とし、同様式の前に次の２様式を加える。

７ 地位を承継した者に愛媛県土砂等の埋立て等による土

壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則

（平成１２年愛媛県規則第３６号）第９条に規定する使用人

がある場合にあっては、その者の住民票の写し

８ 法定代理人・役員・使用人等一覧表（様式第２号の

４）

注 省略

様式第１３号（第２１条関係） 身分証明書

（表） 省略

（裏）

注 省略

様式第１３号（第２１条関係） 身分証明書

（表） 省略

（裏）

省略

第２６条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、土

砂等の埋立て等をし、若しくはした者、当該土砂等の埋立

て等に係る土砂等を排出し、若しくは搬出した者、当該土

砂等の埋立て等に係る土砂等を運搬し、若しくは運搬した

者、当該土砂等の埋立て等の用に供するために土地を提供

した者その他当該土砂等の埋立て等に関係する者に対し報

告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、土砂等の

埋立て等をし、若しくはした者、当該土砂等の埋立て等に

係る土砂等を排出し、若しくは搬出した者、当該土砂等の

埋立て等に係る土砂等を運搬し、若しくは運搬した者、当

該土砂等の埋立て等の用に供するために土地を提供した者

その他当該土砂等の埋立て等に関係する者の事務所、事業

場その他その土砂等の埋立て等に関係のある 場所に

立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、関係者に

質問させ、若しくは試験の用に供するのに必要な限度にお

いて土砂等を無償で収去させることができる。

省略

�～�の２ 省略

省略

省略

第２６条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、土

砂等の埋立て等をし、若しくはした者又は

当該土砂等の埋立て等の用に供するために土地を提供

した者 に対し報

告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、土砂等の

埋立て等をし、若しくはした者

の事務所、事業

場その他その土砂等の埋立て等をし、若しくはした場所に

立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、関係者に

質問させ、若しくは試験の用に供するのに必要な限度にお

いて土砂等を無償で収去させることができる。

省略

�～� 省略

省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

８５



様式第１号（第４条の４、第１６条関係） 水質・土壌検査報告書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

８６



様式第１号の２（第４条の４、第７条、第１２条、様式第１号、様式第２号、様式第３号、様式第４号、様式第５号、様式第６号、様式第７

号の２関係） 検査試料採取調書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

８７



様式第２号の次に次の３様式を加える。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

８８



様式第２号の２（第７条、様式第２号、様式第３号、様式第４号関係） 説明会等報告書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

８９



様式第２号の３（第７条、第２０条、様式第２号、様式第３号、様式第５号、様式第１２号関係） 誓約書

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

９０



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

９１



様式第２号の４（第７条、第２０条、様式第２号、様式第３号、様式第５号、様式第１２号関係） 法定代理人・役員・使用人等一覧表

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

９２



愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

９３



様式第５号を次のように改める。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

９４



様式第５号（第１１条関係） 特定事業変更届

（表）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

９５



（裏）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

９６



様式第７号の次に次の２様式を加える。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

９７



様式第７号の２（第１２条、第１２条の２関係） 土砂等搬入変更届

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

９８



様式第７号の３（第１２条の２関係） 土砂等管理台帳

様式第７号の３（その１） 土砂等管理台帳（一時堆積事業以外）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

９９



別紙 条例第１５条の３第５号に掲げる事項
愛

媛
県

報
令
和
２
年
３
月
２７
日

第
９１
号
外
２

１００



愛
媛

県
報

令
和
２
年
３
月
２７
日

第
９１
号
外
２

１０１



様式第７号の３（その２） 土砂等管理台帳（一時堆積事業）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１０２



別紙 条例第１５条の３第５号に掲げる事項
愛

媛
県

報
令
和
２
年
３
月
２７
日

第
９１
号
外
２

１０３



愛
媛

県
報

令
和
２
年
３
月
２７
日

第
９１
号
外
２

１０４



様式第８号を次のように改める。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１０５



様式第８号（第１３条関係） 特定事業状況報告書

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１０６



愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１０７



��������������

様式第９号を次のように改める。

様式第９号 削除

附 則

この規則は、令和２年５月１日から施行する。ただし、第１条中愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関

する条例施行規則第２条第１項の改正規定、同規則第１２条の改正規定（同条第４項の次に次の３項を加える部分（同条第６項及び第７項

に係る部分を除く。）に限る。）、同規則第１８条の改正規定及び同規則様式第１０号の改正規定は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第２１号
愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例施行規則（昭和６０年愛媛県規則第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（登録申請書等）

第２条 省略

２ 条例第４条第２項第５号（条例第７条第２項において準用する

場合を含む。）に規定する規則で定める書類又は図面は、次に掲

げるとおりとする。

� 申請者（法人にあつてはその役員（業務を執行する社員、取

締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その

他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務

を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等

以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下同

じ。）を、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成

年者にあつてはその法定代理人（法人にあつては、当該法人及

びその役員）を含む。）の住所、生年月日等に関する調書及び

個人にあつては、住民票の抄本又はこれに代わる書面

� 省略

� 営業所に置く浄化槽管理士の住所、生年月日等に関する調書

及び住民票の抄本又はこれに代わる書面

� 省略

� 営業所に置く浄化槽管理士が条例第１５条の２第１項に規定す

る研修（以下「研修」という。）を修了したことを証する書面

� 省略

� 省略

第１２条 省略

（浄化槽管理士の研修）

第１３条 浄化槽保守点検業に従事する浄化槽管理士は、３年を超え

ない期間ごとに研修を受けなければならない。

第１４条 省略

第１５条 省略

様式第１号（第２条関係） 浄化槽保守点検業者登録申請書

（表）

（登録申請書等）

第２条 省略

２ 条例第４条第２項第５号（条例第７条第２項において準用する

場合を含む。）に規定する規則で定める書類又は図面は、次に掲

げるとおりとする。

� 申請者の略歴を記載した書面

及び

個人にあつては、住民票の抄本又はこれに代わる書面

� 省略

� 営業所に置く浄化槽管理士の略歴を記載した書面

及び住民票の抄本又はこれに代わる書面

� 省略

� 省略

� 省略

第１２条 省略

第１３条 省略

第１４条 省略

様式第１号（第２条関係） 浄化槽保守点検業者登録申請書

（表）

浄化槽保守点検業者登録申請書

愛媛県収入証紙貼付

欄 （消印は、し

ないこと。）

浄化槽保守点検業者登録申請書

愛媛県収入証紙ちよ

う付欄（消印は、し

ないこと。）

省略 省略

省略 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外２

１０８



法人にあつては、その役員（業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問及び総株

主の議決権の１００分の５以上を有する株主又は出資総額の１００

分の５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに

限る。）を含む。）の氏名及び役職名

法人にあつては、その役員（業務を執行する社員、取締役

又はこれらに準ずる者

）の氏名及び役名

ふりがな

氏 名

役 職 名

（常勤・非常勤）

ふりがな

氏 名

役 職 名

（常勤・非常勤）

ふりがな

氏 名

役 名

（常勤・非常勤）

ふりがな

氏 名

役 名

（常勤・非常勤）

省略 省略

（裏） 省略

注１～４ 省略

５ 総株主の議決権の１００分の５以上を有する株主又は出資

総額の１００分の５以上に相当する出資をしている者につい

ては、「役職名」の欄には「株主等」と記載すること。

６ 主たる営業所だけでなく全て の営業所について記載す

ること。

７ 省略

８ 省略

様式第２号（第２条関係） 浄化槽保守点検業者変更登録申請書

（表）

（裏） 省略

注１～４ 省略

５ 主たる営業所だけでなくすべての営業所について記載す

ること。

６ 省略

７ 省略

様式第２号（第２条関係） 浄化槽保守点検業者変更登録申請書

（表）

浄化槽保守点検業者変更登録申請

書

愛媛県収入証紙貼付

欄 （消印は、し

ないこと。）

浄化槽保守点検業者変更登録申請

書

愛媛県収入証紙ちよ

う付欄（消印は、し

ないこと。）

省略 省略

省略 省略

（裏） （裏）

法人にあつては、その役員（業務を執行する社員、取締

役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問及び

総株主の議決権の１００分の５以上を有する株主又は出資総額

の１００分の５以上に相当する出資をしている者（個人である

ものに限る。）を含む。）の氏名及び役職名

法人にあつては、その役員（業務を執行する社員、取締

役 又はこれらに準ずる者

）の氏名及び役名

ふりがな

氏 名

役 職 名

（常勤・非常勤）

ふりがな

氏 名

役 職 名

（常勤・非常勤）

ふりがな

氏 名

役 名

（常勤・非常勤）

ふりがな

氏 名

役 名

（常勤・非常勤）

省略 省略

注１～４ 省略

５ 総株主の議決権の１００分の５以上を有する株主又は出資

総額の１００分の５以上に相当する出資をしている者につい

ては、「役職名」の欄には「株主等」と記載すること。

６ 主たる営業所だけでなく全て の営業所について記載す

ること。

７ 省略

８ 省略

様式第３号（第３条関係） 浄化槽保守点検業者登録簿

（表）

注１～４ 省略

５ 主たる営業所だけでなくすべての営業所について記載す

ること。

６ 省略

７ 省略

様式第３号（第３条関係） 浄化槽保守点検業者登録簿

（表）

省略 省略

法人にあつては、その役員（業務を執行する社員、取締

役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問及び

総株主の議決権の１００分の５以上を有する株主又は出資総額

の１００分の５以上に相当する出資をしている者（個人である

ものに限る。）を含む。）の氏名及び役職名

法人にあつては、その役員（業務を執行する社員、取締

役 又はこれらに準ずる者

）の氏名及び役名
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附 則

（施行日）

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第２条第２項の改正規定（同項第１号及び第３号に係る部分を除く。）は、令

和３年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例施行規則様式第１号及び様式第２号の規定による書

類は、改正後の愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例施行規則様式第１号及び様式第２号の規定による書類とみなす。

�愛媛県規則第２２号
愛媛県医師確保奨学基金条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県医師確保奨学基金条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県医師確保奨学基金条例施行規則（平成１８年愛媛県規則第３０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２３号
公衆浴場法施行細則及び旅館業法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

公衆浴場法施行細則及び旅館業法施行細則の一部を改正する規則

（公衆浴場法施行細則の一部改正）

第１条 公衆浴場法施行細則（昭和２３年愛媛県規則第６７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

ふりがな

氏 名

役 職 名

（常勤・非常勤）

ふりがな

氏 名

役 職 名

（常勤・非常勤）

ふりがな

氏 名

役 名

（常勤・非常勤）

ふりがな

氏 名

役 名

（常勤・非常勤）

省略 省略

（裏） 省略

様式第１１号（第１４条関係） 省略

（裏） 省略

様式第１１号（第１３条関係） 省略

改 正 後 改 正 前

（奨学金の金額）

第５条 奨学金の金額は、月額１０万円とする。ただし、将来条例第

５条第１号に規定する県内の医療機関等の特定診療科の医師とし

ての業務に従事しようとする者に対する奨学金の金額は、月額２０

万円とする。

様式第１号（第７条関係） 地域医療医師確保短期奨学金貸与申請

書

（奨学金の金額）

第５条 奨学金の金額は、月額１０万円とする。

様式第１号（第７条関係） 地域医療医師確保短期奨学金貸与申請

書

省略 省略

貸 与 希 望 期 間 ２年・３年・４年
貸 与 希 望 期 間 ２年・３年・４年

特定診療科枠での貸与 希望する・希望しない

省略 省略

省略

注１・２ 省略

３ 貸与希望期間欄、特定診療科枠での貸与欄及び性別欄

は、該当するもの を○で囲むこと。

４ 省略

省略

注１・２ 省略

３ 貸与希望期間欄 及び性別欄

は、該当する年数及び性別を○で囲むこと。

４ 省略
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改 正 後 改 正 前

（許可申請）

第１条 省略

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。

� 省略

� 法人にあつては、定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明

書

�～� 省略

� 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定する給

水装置により供給される水以外の湯水を浴用に供する場合にあ

つては、当該湯水が第６条第１項第１号の原水に係る水質基準

に適合していることを証する書類

（承継届）

第３条 省略

２ 前項の届書（省令第２条第１項の規定による営業者の地位の承

継の届書を除く。）には、省令第３条第２項又は第３条の２第２

項に規定する書類のほか、合併後存続する法人若しくは合併によ

り設立される法人又は分割により浴場業を承継する法人の登記事

項証明書を添付しなければならない。

（申請書等の記載事項の変更及び営業の停止又は廃止の届出）

第４条 営業者は、省令第４条の規定により、第１条の申請書又は

前条の届書に記載した事項を変更したときは、別記様式第６号に

よる届書に次に掲げる書類を添えて、所轄保健所長を経由して、

知事に届け出なければならない。

� 省略

� 省略

� 前号に規定する変更以外の変更をしたときは、変更の内容を

証する書類

２ 省略

（患者を入浴させるための許可申請）

第５条 営業者は、公衆浴場法第４条ただし書の許可を受けようと

するときは、別記様式第１０号による申請書に次に掲げる書類を添

えて、所轄保健所長を経由して、知事に提出しなければならな

い。

� 温泉を使用する場合にあつては、療養効果を証する書類

� 患者用の入浴施設の構造設備を明らかにした書類及び平面図

（水質基準）

第６条 条例第５条第１項第７号の規則で定める水質基準は、次の

とおりとする。

� 原水は、次の表の左欄に掲げる事項ごとに同表の右欄に掲げ

る方法により行う検査において、同表の中欄に掲げる基準に適

合するものであること。ただし、原水の性質により同表の１の

項から４の項までに掲げる基準に適合させることができない場

合であつて、かつ、衛生上危害を生じるおそれがないときは、

これらの基準によらないことができる。

（許可申請）

第１条 省略

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。

� 省略

� 法人にあつては、定款又は寄附行為の写し

�～� 省略

� 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定する給

水装置により供給される水以外の湯水を浴用に供する場合にあ

つては、当該湯水が第５条第１号 の原水に係る水質基準

に適合していることを証する書類

（承継届）

第３条 省略

（申請書等の記載事項の変更及び営業の停止又は廃止の届出）

第４条 営業者は、省令第４条の規定により、第１条の申請書又は

前条の届書に記載した事項を変更したときは、別記様式第６号に

よる届書に次に掲げる書類を添えて、所轄保健所長を経由して、

知事に届け出なければならない。

� 省略

� 営業者（法人にあつては、代表者）の氏名を変更したとき

は、戸籍抄本

� 法人である営業者が定款又は寄附行為を変更したときは、変

更に係る定款又は寄附行為の写し

� 省略

２ 省略

（水質基準）

第５条 条例第５条第１項第７号の規則で定める水質基準は、次の

とおりとする。

� 原水は、次の表の左欄に掲げる事項ごとに同表の右欄に掲げ

る方法により行う検査において、同表の中欄に掲げる基準に適

合するものであること。ただし、原水の性質により同表の１の

項から４の項までに掲げる基準に適合させることができない場

合であつて、かつ、衛生上危害を生じるおそれがないときは、

これらの基準によらないことができる。

１・２ 省

略

１・２ 省

略
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３ 水素イ

オン濃度

指数（ｐ

Ｈ）

５．８以上８．６以下

であること。

ガラス電極法 ３ 水素イ

オン濃度

指数（ｐ

Ｈ）

５．８以上８．６以下

であること。

ガラス電極法又は比色法

４ 有機物

（全有機

炭素（Ｔ

ＯＣ）の

量）又は

過マンガ

ン酸カリ

ウム消費

量

有機物（全有機

炭素（ＴＯＣ）

の量）にあつて

は１リットルに

つき３ミリグラ

ム以下、過マン

ガン酸カリウム

消費量にあつて

は１リットルに

つき１０ミリグラ

ム以下であるこ

と。

全有機炭素計測定法又は滴定

法

４ 有機物

等（過マ

ンガン酸

カリウム

消費量）

１リットルに

つき１０ミリグラ

ム以下であるこ

と。

滴定

法

５ 大腸菌 検出されないこ

と。

特定酵素基質培地法

５ 大腸菌

群

検出されないこ

と。

乳糖ブイヨン―ブリリアント

グリーン乳糖胆汁ブイヨン培

地法又は特定酵素基質培地法

６ レジオ

ネラ属菌

１００ミリリット

ルにつき１０ＣＦ

Ｕ未満であるこ

と。

ろ過濃縮法（これにより難い

場合にあつては、冷却遠心濃

縮法）

６ レジオ

ネラ属菌

１００ミリリット

ルにつき１０ＣＦ

Ｕ未満であるこ

と。

冷却遠心濃縮法又はろ過濃縮

法

備考 省略

� 浴槽水は、次の表の左欄に掲げる事項ごとに同表の右欄に掲

げる方法により行う検査において、同表の中欄に掲げる基準に

適合するものであること。ただし、浴槽水に用いる湯水の性質

により同表の１の項又は２の項に掲げる基準に適合させること

ができない場合であつて、かつ、衛生上危害を生じるおそれが

ないときは、これらの基準によらないことができる。

備考 省略

� 浴槽水は、次の表の左欄に掲げる事項ごとに同表の右欄に掲

げる方法により行う検査において、同表の中欄に掲げる基準に

適合するものであること。ただし、浴槽水に用いる湯水の性質

により同表の１の項又は２の項に掲げる基準に適合させること

ができない場合であつて、かつ、衛生上危害を生じるおそれが

ないときは、これらの基準によらないことができる。

１ 省略 １ 省略

２ 有機物

（全有機

炭素（Ｔ

ＯＣ）の

量）又は

過マンガ

ン酸カリ

ウム消費

量

有機物（全有機

炭素（ＴＯＣ）

の量）にあつて

は１リットルに

つき８ミリグラ

ム以下、過マン

ガン酸カリウム

消費量にあつて

は１リットルに

つき２５ミリグラ

ム以下であるこ

と。

全有機炭素計測定法又は滴定

法

２ 有機物

等（過マ

ンガン酸

カリウム

消費量）

１リットルに

つき２５ミリグラ

ム以下であるこ

と。

滴定

法

３ 省略 ３ 省略

４ レジオ

ネラ属菌

１００ミリリット

ルにつき１０ＣＦ

Ｕ未満であるこ

と。

ろ過濃縮法（これにより難い

場合にあつては、冷却遠心濃

縮法）

４ レジオ

ネラ属菌

１００ミリリット

ルにつき１０ＣＦ

Ｕ未満であるこ

と。

冷却遠心濃縮法又はろ過濃縮

法

２ 営業者は、前項に規定する検査を依頼するに当たつては、精度

管理（検査に従事する者の技能水準の確保その他の方法により検

査の精度を適正に保つことをいう。）を行つている検査機関に依
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様式第９号の次に次の１様式を加える。

頼するよう努めるものとする。

（残留塩素濃度）

第７条 条例第５条第１項第１５号の規則で定める残留塩素濃度は、

次のいずれかの要件を満たすものとする。

� 遊離残留塩素濃度は、１リットルにつき０．４ミリグラム程度

を保ち、かつ、最大１リットルにつき１ミリグラムを超えない

ものであること。

� 結合塩素のモノクロラミン濃度は、１リットルにつき３ミリ

グラム程度を保つものであること。

様式第１号（第１条関係） 公衆浴場営業許可申請書 様式第１号（第１条関係） 公衆浴場営業許可申請書

省略 省略

愛 媛 県 収 入 証 紙 貼 付 欄 愛 媛 県 収 入 証 紙 ち よ う 付 欄

注１～４ 省略

５ 添付書類

� 省略

� 法人にあつては、定款又は寄附行為の写し及び登記事

項証明書

�～� 省略

� 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定

する給水装置により供給される水以外の湯水を浴用に供

する場合にあつては、当該湯水が公衆浴場法施行細則

（昭和２３年愛媛県規則第６７号）第６条第１項第１号の原

水に係る水質基準に適合していることを証する書類

様式第５号（第３条関係） 合併（分割）による公衆浴場営業承継

届書

注１～４ 省略

５ 添付書類

� 省略

� 法人にあつては、定款又は寄附行為の写し

�～� 省略

� 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定

する給水装置により供給される水以外の湯水を浴用に供

する場合にあつては、当該湯水が公衆浴場法施行細則

（昭和２３年愛媛県規則第６７号）第５条第１号 の原

水に係る水質基準に適合していることを証する書類

様式第５号（第３条関係） 合併（分割）による公衆浴場営業承継

届書

省略 省略

注１・２ 省略

３ 添付書類

定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書

様式第６号（第４条関係） 公衆浴場営業（許可申請書・承継届

書）記載事項変更届書

注１・２ 省略

３ 添付書類

定款又は寄附行為の写し

様式第６号（第４条関係） 公衆浴場営業（許可申請書・承継届

書）記載事項変更届書

省略 省略

注１・２ 省略

３ 添付書類

� 省略

� 省略

� �に規定する変更以外の変更の場合にあつては、変更

の内容を証する書類

注１・２ 省略

３ 添付書類

� 省略

� 営業者（法人にあつては、代表者）の氏名の変更の場

合にあつては、戸籍抄本

� 定款又は寄附行為の変更を伴う場合にあつては、変更

に係る定款又は寄附行為の写し

� 省略
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様式第１０号（第５条関係） 患者入浴許可申請書
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（旅館業法施行細則の一部改正）

第２条 旅館業法施行細則（昭和３２年愛媛県規則第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（許可申請）

第１条 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号。以下「法」という。）

第３条第１項の規定により営業の許可を受けようとする者は、様

式第１号による申請書に次に掲げる書類及び図面を添付して知事

に提出しなければならない。

�～� 省略

� 法人にあつては、定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明

書

� 省略

� 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定する給

水装置により供給される水以外の湯水を浴用に供する場合にあ

つては、当該湯水が第１０条第１項第１号の原水に係る水質基準

に適合していることを証する書類

第２条 前条の申請をした者が営業施設を新たに建築しようとする

者であるとき、又は現に建築中の者であるときは、建築基準法

（昭和２５年法律第２０１号）第７条第５項又は第７条の２第５項の

検査済証の交付を受けた後、速やかにその写しを添えて様式第２

号により知事に届け出なければならない。

（変更の届出）

第６条 営業者は、省令第４条の規定により、第１条及び第４条の

申請書に記載した事項の変更の届出をするときは、様式第６号に

よる届出書に次に掲げる書類を添付して知事に提出しなければな

らない。

� 省略

� 省略

� 前号に規定する変更以外の変更をしたときは、変更の内容を

証する書類

（水質基準）

第１０条 旅館業法施行条例（昭和３２年愛媛県条例第４４号。以下「条

例」という。）第４条の表第３の項第３号の規則で定める水質基

準は、次のとおりとする。

� 原水は、次の表の左欄に掲げる事項ごとに同表の右欄に掲げ

る方法により行う検査において、同表の中欄に掲げる基準に適

合するものであること。ただし、原水の性質により同表の１の

項から４の項までに掲げる基準に適合させることができない場

合であつて、かつ、衛生上危害を生じるおそれがないときは、

これらの基準によらないことができる。

（許可申請）

第１条 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号。以下「法」という。）

第３条第１項の規定により営業の許可を受けようとする者は、様

式第１号による申請書に次に掲げる書類及び図面を添附して知事

に提出しなければならない。

�～� 省略

� 法人にあつては、定款又は寄附行為の写し

� 省略

� 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定する給

水装置により供給される水以外の湯水を浴用に供する場合にあ

つては、当該湯水が第１０条第１号 の原水に係る水質基準

に適合していることを証する書類

第２条 前条の申請をした者が営業施設を新たに建築しようとする

者であるとき、又は現に建築中の者であるときは、建築基準法

（昭和２５年法律第２０１号）第７条第５項 の

検査済証の交付を受けた後、速やかにその写しを添えて様式第２

号により知事に届け出なければならない。

（変更の届出）

第６条 営業者は、省令第４条の規定により、第１条及び第４条の

申請書に記載した事項の変更の届出をするときは、様式第６号に

よる届出書に次に掲げる書類を添付して知事に提出しなければな

らない。

� 省略

� 営業者（法人にあつては、代表者）の氏名を変更したとき

は、戸籍抄本

� 法人である営業者が定款又は寄附行為を変更したときは、変

更に係る定款又は寄附行為の写し

� 省略

（水質基準）

第１０条 旅館業法施行条例（昭和３２年愛媛県条例第４４号。以下「条

例」という。）第４条の表第３の項第３号の規則で定める水質基

準は、次のとおりとする。

� 原水は、次の表の左欄に掲げる事項ごとに同表の右欄に掲げ

る方法により行う検査において、同表の中欄に掲げる基準に適

合するものであること。ただし、原水の性質により同表の１の

項から４の項までに掲げる基準に適合させることができない場

合であつて、かつ、衛生上危害を生じるおそれがないときは、

これらの基準によらないことができる。

１・２ 省

略

１・２ 省

略

３ 水素イ

オン濃度

指数（ｐ

Ｈ）

５．８以上８．６以下

であること。

ガラス電極法 ３ 水素イ

オン濃度

指数（ｐ

Ｈ）

５．８以上８．６以下

であること。

ガラス電極法又は比色法
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４ 有機物

（全有機

炭素（Ｔ

ＯＣ）の

量）又は

過マンガ

ン酸カリ

ウム消費

量

有機物（全有機

炭素（ＴＯＣ）

の量）にあつて

は１リットルに

つき３ミリグラ

ム以下、過マン

ガン酸カリウム

消費量にあつて

は１リットルに

つき１０ミリグラ

ム以下であるこ

と。

全有機炭素計測定法又は滴定

法

４ 有機物

等（過マ

ンガン酸

カリウム

消費量）

１リットルに

つき１０ミリグラ

ム以下であるこ

と。

滴定

法

５ 大腸菌 検出されないこ

と。

特定酵素基質培地法

５ 大腸菌

群

検出されないこ

と。

乳糖ブイヨン―ブリリアント

グリーン乳糖胆汁ブイヨン培

地法又は特定酵素基質培地法

６ レジオ

ネラ属菌

１００ミリリット

ルにつき１０ＣＦ

Ｕ未満であるこ

と。

ろ過濃縮法（これにより難い

場合にあつては、冷却遠心濃

縮法）

６ レジオ

ネラ属菌

１００ミリリット

ルにつき１０ＣＦ

Ｕ未満であるこ

と。

冷却遠心濃縮法又はろ過濃縮

法

備考 省略

� 浴槽水は、次の表の左欄に掲げる事項ごとに同表の右欄に掲

げる方法によって行う検査において、同表の中欄に掲げる基準

に適合するものとする。ただし、浴槽水に用いる湯水の性質に

より同表の１の項又は２の項に掲げる基準に適合させることが

できない場合であつて、かつ、衛生上危害を生じるおそれがな

いときは、これらの基準によらないことができる。

備考 省略

� 浴槽水は、次の表の左欄に掲げる事項ごとに同表の右欄に掲

げる方法によって行う検査において、同表の中欄に掲げる基準

に適合するものとする。ただし、浴槽水に用いる湯水の性質に

より同表の１の項又は２の項に掲げる基準に適合させることが

できない場合であつて、かつ、衛生上危害を生じるおそれがな

いときは、これらの基準によらないことができる。

１ 省略 １ 省略

２ 有機物

（全有機

炭素（Ｔ

ＯＣ）の

量）又は

過マンガ

ン酸カリ

ウム消費

量

有機物（全有機

炭素（ＴＯＣ）

の量）にあつて

は１リットルに

つき８ミリグラ

ム以下、過マン

ガン酸カリウム

消費量にあつて

は１リットルに

つき２５ミリグラ

ム以下であるこ

と。

全有機炭素計測定法又は滴定

法

２ 有機物

等（過マ

ンガン酸

カリウム

消費量）

１リットルに

つき２５ミリグラ

ム以下であるこ

と。

滴定

法

３ 省略 ３ 省略

４ レジオ

ネラ属菌

１００ミリリット

ルにつき１０ＣＦ

Ｕ未満であるこ

と。

ろ過濃縮法（これにより難い

場合にあつては、冷却遠心濃

縮法）

４ レジオ

ネラ属菌

１００ミリリット

ルにつき１０ＣＦ

Ｕ未満であるこ

と。

冷却遠心濃縮法又はろ過濃縮

法

２ 営業者は、前項に規定する検査を依頼するに当たつては、精度

管理（検査に従事する者の技能水準の確保その他の方法により検

査の精度を適正に保つことをいう。）を行つている検査機関に依

頼するよう努めるものとする。

（残留塩素濃度）

第１１条 条例第４条の表第３の項第１１号の規則で定める残留塩素濃

度は、次のいずれかの要件を満たすものとする。
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附 則

この規則は、令和２年７月１日から施行する。

� 遊離残留塩素濃度は、１リットルにつき０．４ミリグラム程度

を保ち、かつ、最大１リットルにつき１ミリグラムを超えない

ものであること。

� 結合塩素のモノクロラミン濃度は、１リットルにつき３ミリ

グラム程度を保つものであること。

第１２条 省略

様式第１号（第１条関係） 旅館業営業許可申請書

第１１条 省略

様式第１号（第１条関係） 旅館業営業許可申請書

省略 省略

愛 媛 県 収 入 証 紙 貼 付 欄 愛 媛 県 収 入 証 紙 ち よ う 付 欄

注１～３ 省略

４ 添付書類

�～� 省略

� 法人にあつては、定款又は寄附行為の写し及び登記事

項証明書

� 省略

� 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定

する給水装置により供給される水以外の湯水を浴用に供

する場合にあつては、当該湯水が旅館業法施行細則（昭

和３２年愛媛県規則第５０号）第１０条第１項第１号の原水に

係る水質基準に適合していることを証する書類

様式第２号（第２条関係） 旅館業営業施設完成届出書

注１～３ 省略

４ 添付書類

�～� 省略

� 法人にあつては、定款又は寄附行為の写し

� 省略

� 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定

する給水装置により供給される水以外の湯水を浴用に供

する場合にあつては、当該湯水が旅館業法施行細則（昭

和３２年愛媛県規則第５０号）第１０条第１号 の原水に

係る水質基準に適合していることを証する書類

様式第２号（第２条関係） 旅館業営業施設完成届出書

省略 省略

注１ 省略

２ 添付書類

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７条第５項又は

第７条の２第５項の検査済証の写し

様式第６号（第６条関係） 旅館業営業（許可・承継承認）申請書

記載事項変更届出書

注１ 省略

２ 添付書類

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７条第５項

の検査済証の写し

様式第６号（第６条関係） 旅館業営業（許可・承継承認）申請書

記載事項変更届出書

省略 省略

注１・２ 省略

３ 添付書類

� 省略

� 省略

� �に規定する変更以外の変更の場合にあつては、変更

の内容を証する書類

様式第１０号（第９条関係） 宿泊者名簿

宿 泊 者 名 簿

注１・２ 省略

３ 添付書類

� 省略

� 営業者（法人にあつては、代表者）の氏名の変更の場

合にあつては、戸籍抄本

� 定款又は寄附行為の変更を伴う場合にあつては、変更

に係る定款又は寄附行為の写し

� 省略

様式第１０号（第９条関係） 宿泊者名簿

宿 泊 者 名 簿

投宿月日時

出発月日時

前夜宿

泊地名

行 先

地 名
住 所 職 業

省

略

投宿月日時

出発月日時

前夜宿

泊地名

行 先

地 名
住 所 職 業 性 別

省

略

１～３ 省略 １～３ 省略
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�愛媛県規則第２４号
愛媛県県営住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県営住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県県営住宅管理条例施行規則（昭和３５年愛媛県規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第３号様式（第４条関係） 愛媛県県営住宅使用請書

（表）

第３号様式（第４条関係） 愛媛県県営住宅使用請書

省略

使用者は、下記県営住宅に入居するに当たり、次に掲げる

事項を始めとする公営住宅に関する法令、愛媛県県営住宅管

理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５号）及び愛媛県県営住宅管

理条例施行規則（昭和３５年愛媛県規則第１９号）並びにこれら

の規定に基づく管理上の指示を遵守します。

� 省略

� 裏面記載の県営住宅及び共同施設の修繕に要する費用

を負担すること。

� 省略

� 省略

� 省略

省略

家賃 １月 円（入居時）

連帯保証に係る極度額 円（入居時の家賃１８月分）

省略

住 所 〒

ふりがな

氏 名 �

連帯保証人 生年月日 年 月 日 使用者と

の関係

電話番号

職 業 勤務事業所名

使用者は、下記県営住宅に入居するに当たり、次に掲げる

事項を始めとする公営住宅に関する法令、愛媛県県営住宅管

理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５号）及び愛媛県県営住宅管

理条例施行規則（昭和３５年愛媛県規則第１９号）並びにこれら

の規定に基づく管理上の指示を遵守します。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

省略

家賃 １箇月 円

注 省略

（裏）

注 省略

県営住宅及び共同施設の修繕に要する費用

１ 使用者が入居中の県営住宅及び共同施設の修繕費用は、

次の表の左欄に掲げる施設及び同表の中欄に掲げる修繕内

容の区分に応じ、同表の右欄に○印がある者が負担する。

施

設
修 繕 内 容

負担区分

使用者 団地

１ 畳表及び畳縁の交換 ○

２ 内壁及び壁紙の軽微な修理、塗

替え等
○

３ ガラスの取替え並びにふすま、

戸ぶすま、障子及び網戸の張替え
○

４ 建具の軽微な修理 ○

県

営

住

５ 給排水設備に係る消耗品の交換

及び軽微な修理（６に該当するも

のを除く。）

○
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訓 令

附 則

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県県営住宅管理条例施行規則第３号様式の規定は、この規則の施行の日以後に提出される書類について適用し、同日前に

提出された書類については、なお従前の例による。

�愛媛県訓令第２号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県公印規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県公印規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県公印規程の一部改正）

第１条 愛媛県公印規程（昭和３４年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

宅 ６ 給排水設備に係る消耗品の交換

及び軽微な修理（共同水栓及び散

水栓に係るものに限る。）

○

７ 電気設備に係る消耗品の交換

（８に該当するものを除く。）
○

８ 電気設備に係る消耗品の交換

（共用部分に係るものに限る。）
○

共

同

施

設

９ 集会所に係る修繕のうち、１か

ら８までに掲げるもの
○

１０ 公園、遊具等の保全、軽微な修

復及び整地
○

１１ 樹木の消毒及び施肥、小さな樹

木の伐採及びせん定並びに草刈り
○

１２ 集会所、公園、汚水処理施設そ

の他共同施設の清掃、維持管理及

び消耗品の交換

○

備考 この表において「団地」とは、団地の入居者全員

をいう。

２ 使用者は、県営住宅から退去する際、使用期間にかかわ

らず、当該県営住宅の畳表の交換、ふすま及び障子の張替

え並びに室内及び周辺の清掃を使用者の負担において実施

する。

３ ２に規定するもののほか、使用者は、県営住宅から退去

する際、当該県営住宅の原状回復に要する費用を負担す

る。

改 正 後 改 正 前

別表２（第３条関係）

専 用 公 印

別表２（第３条関係）

専 用 公 印

種別 管守場所 数 専用区分 種別 管守場所 数 専用区分

知事印 省略 知事印 省略

南予地方局 省略 南予地方局 省略
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（愛媛県総合科学博物館処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県総合科学博物館処務規程（平成３０年愛媛県訓令第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県歴史文化博物館処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県歴史文化博物館処務規程（平成３０年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職務）

第２条 館長は、知事 の命を受け、館務を

掌理し、所属職員を指揮監督する。

２～１０ 省略

（専決事項）

第３条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

（職務）

第２条 館長は、知事及びスポーツ・文化部長の命を受け、館務を

掌理し、所属職員を指揮監督する。

２～１０ 省略

（専決事項）

第３条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

（愛媛県総合科学博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２６号）

第２条に定める業務に係るものにあっては、スポーツ・文化部

長）の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 博物館資料の特別利用及び館外貸出しの許可に関すること。

� 省略

� 博物館の施設等の目的外使用の許可に関すること。

� 前号の許可に係る博物館の施設等の使用目的又は原形の変更

承認に関すること。

� 省略

改 正 後 改 正 前

（職務）

第２条 館長は、知事 の命を受け、館務を

掌理し、所属職員を指揮監督する。

２～１０ 省略

（専決事項）

第３条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

（職務）

第２条 館長は、知事及びスポーツ・文化部長の命を受け、館務を

掌理し、所属職員を指揮監督する。

２～１０ 省略

（専決事項）

第３条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

（愛媛県歴史文化博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２７号）

第２条に定める業務に係るものにあっては、スポーツ・文化部

長）の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 博物館資料の特別利用及び館外貸出しの許可に関すること。

� 省略

� 博物館の施設等の目的外使用の許可に関すること。

� 前号の許可に係る博物館の施設等の使用目的又は原形の変更

承認に関すること。

� 省略

生涯学習センター １ 生涯学習センター資料特

別利用許可、館外貸出し

許可、寄贈、寄託用

省略 省略

省略 省略
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教育委員会規則
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（愛媛県美術館処務規程の一部改正）

第４条 愛媛県美術館処務規程（平成３０年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第２号
愛媛県生涯学習センター管理規則等を廃止する規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

愛媛県生涯学習センター管理規則等を廃止する規則

次に掲げる規則は、廃止する。

� 愛媛県生涯学習センター管理規則（平成３年愛媛県教育委員会規則第６号）

� 愛媛県総合科学博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１１号）

� 愛媛県総合科学博物館協議会運営規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１２号）

� 愛媛県歴史文化博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１３号）

� 愛媛県歴史文化博物館協議会運営規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１４号）

� 愛媛県美術館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１５号）

� 愛媛県美術館協議会運営規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１６号）

� ボランティア活動を促進するための教育委員会所管の教育機関の使用料等減免規則（平成１５年愛媛県教育委員会規則第９号）

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第３号
愛媛県県立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

愛媛県県立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則

改 正 後 改 正 前

（職務）

第２条 館長は、知事 の命を受け、館務を

掌理し、所属職員を指揮監督する。

２～１２ 省略

（専決事項）

第４条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～	 省略


 省略

� 省略

� 省略

（職務）

第２条 館長は、知事及びスポーツ・文化部長の命を受け、館務を

掌理し、所属職員を指揮監督する。

２～１２ 省略

（専決事項）

第４条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

（愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）第３４条の２

第１項に掲げる業務に係るものにあっては、スポーツ・文化部

長）の承認を受けなければならない。

�～	 省略


 美術館の施設の使用の許可に関すること。

� 省略

� 省略


 美術館の施設等の目的外使用の許可に関すること。

� 前号の許可に係る美術館の施設等の使用目的又は原形の変更

承認に関すること。

� 省略
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教育委員会訓令

（目的）

第１条 この規則は、教育職員の給与等に関する特別措置条例（昭和４６年愛媛県条例第４２号）第９条の規定に基づき、同条例第２条に規

定する教育職員のうち、県立学校に勤務する者（以下単に「教育職員」という。）の業務量の適切な管理等を行うことを目的とする。

（教育職員の業務量の適切な管理等）

第２条 教育委員会は、教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育の水準の維持向上に資するよう、教育職員の在校等時間

（公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために

講ずべき措置に関する指針（令和２年１月文部科学省告示第１号）に規定する「在校等時間」をいう。以下同じ。）から所定の勤務時間

（公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和４６年法律第７７号）第６条第３項各号に掲げる日（代休日が指

定された日を除く。）以外の日における正規の勤務時間をいう。以下同じ。）を除いた時間を次に掲げる時間の上限の範囲内とするため、

教育職員の業務量の適切な管理を行う。

� １箇月について４５時間

� １年について３６０時間

２ 教育委員会は、教育職員が児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い、一時的又は突発的に所定の勤

務時間外に業務を行わざるを得ない場合には、前項の規定にかかわらず、教育職員の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間を次に

掲げる時間及び月数の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な管理を行う。

� １箇月について１００時間未満

� １年について７２０時間

� １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇月、２箇月、３箇月、４箇月及び５箇月の期間を加えたそれぞれの期間にお

いて１箇月当たりの平均時間について８０時間

� １年のうち１箇月において所定の勤務時間以外の時間において４５時間を超えて業務を行う月数について６箇月

３ 前２項に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るために必要な事項については、

教育長が別に定める。

附 則

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。

２ 令和２年８月３１日までの間における第２条第２項第３号の規定の適用については、同号中「５箇月の期間」とあるのは、「５箇月の

期間（令和２年４月以後の期間に限る。）」とする。

�愛媛県教育委員会訓令第２号
教育委員会事務局

教 育 機 関

愛媛県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和２年３月２７日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

愛媛県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令

愛媛県教育委員会公印規程（昭和３６年愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（公印のひな形及び寸法）

第３条 省略

２ 事務局の課長（室長を含む。）又は地方機関の長

（以下「機関の

長」という。）は、前項の規定にかかわらず、法令に定めるもの

及び特殊の用途に使用するため必要があるものについて、教育総

務課長の承認を受けて特殊の公印（刻印及び焼印を含む。以下

「特殊公印」という。）を作成し、及び使用することができる。

３ 省略

（公印のひな形及び寸法）

第３条 省略

２ 事務局の課長（室長を含む。）又は地方機関の長（生涯学習セ

ンターにあつては、社会教育課長。以下同じ。）（以下「機関の

長」という。）は、前項の規定にかかわらず、法令に定めるもの

及び特殊の用途に使用するため必要があるものについて、教育総

務課長の承認を受けて特殊の公印（刻印及び焼印を含む。以下

「特殊公印」という。）を作成し、及び使用することができる。

３ 省略

令和２年３月２７日 発行
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